
もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会（第２回） 

議事次第 

 

日時：平成 26 年 1 月 14 日（火）15:00～18:00 

場所：航空会館 201 号室 

 

1. 委員長挨拶、配布資料の確認、前回議事録の確認 

 

2. 議事 

1) ピアレビュー委員会の進め方について 

（敦賀本部 FBR 安全技術センター 堺研究主席） 

 

2) 設計基準ベースの論点事項について 

①静的機器の単一故障の考え方 

（敦賀本部 高速増殖炉研究開発センター 運営管理室 市川） 

②原子炉停止系の考え方 

（敦賀本部 高速増殖炉研究開発センター 運営管理室 木曽原研究主幹） 

③崩壊熱除去系の考え方 

（敦賀本部 高速増殖炉研究開発センター 運営管理室 木曽原研究主幹） 

 

3) ナトリウム冷却炉に特有な事象について 

①蒸気発生器の水リークの考え方 

（敦賀本部 FBR 安全技術センター ナトリウム技術開発グループ 浜田グループリーダ） 

②ナトリウム漏えいの考え方 

（敦賀本部 FBR 安全技術センター ナトリウム技術開発グループ 浜田グループリーダ） 

 

4) 今後の進め方について 

 

以 上 
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もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会 

第１回審議の議事内容（案） 

 

平成 25 年 12 月 27 日 

もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会事務局 

 

開催日時：平成 25 年 12 月 24 日（火）15：00～18：05 

開催場所：航空会館 201 会議室 

出席者：委員長 齋藤 伸三 原子力機構 敦賀本部 高速増殖炉研究開発ｾﾝﾀｰ 所長 

委員長代理 岡本 孝司 東京大学大学院 工学系研究科 原子力専攻 教授 

委員 片岡 勲 大阪大学大学院 工学研究科 機械工学専攻 教授 

委員 近藤 悟 原子力機構 東海研究開発ｾﾝﾀｰ  

  原子力科学研究所 所長 

委員 杉山 憲一郎 北海道大学 名誉教授 

委員 村松 健 東京都市大学 工学部原子力安全工学科 特任教授 

委員 与能本 泰介 原子力機構 安全研究ｾﾝﾀｰ 原子炉安全研究ﾕﾆｯﾄ  

  熱水力安全研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 研究主席・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

以上 7名（委員は五十音順） 

 

原子力機構 松浦 祥次郎 理事長 

山野 智寛 理事 

中井 良大 敦賀本部 ＦＢＲ安全技術ｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長代理 

堺 公明 敦賀本部 ＦＢＲ安全技術ｾﾝﾀｰ 研究主席 

飛田 吉春 次世代原子力ｼｽﾃﾑ研究開発部門 研究主席 

小野田 雄一 敦賀本部 ＦＢＲ安全技術ｾﾝﾀｰ 

 

配布資料： 
資料 1-1 平成 25 年度 もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会 委員名簿 

資料 1-2 もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会の進め方について 

資料 1-3 「もんじゅ」に対する従来の過酷事故評価について 

(5)項事象評価の経緯と内容 

資料 1-4 高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて(1) 

①炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置等 

資料 1-5 高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて(2) 

②格納機能を確保するために必要な措置 

 

議事内容： 

(1)委員長・委員長代理選出 

事務局より、準備会にて委員長として齋藤委員が選出された旨の報告があり、齋藤委員長の

指名で委員長代理として岡本委員が選出された。 

資料 2-1 
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 (2)ピアレビュー委員会の進め方について 

機構から今後の委員会の進め方について説明した。委員からは、主として以下の意見が出さ

れた。 

①目的に「科学的知見に基づき」とあるが、理想論とならないように工学的な「技術的知

見」が重要であるので、両者を記載するべき。 

②規制庁のハードによる規制をベースに考えているようだが、ハードを付加することによ

りさらにリスクを増大することのないように、国際基準に基づき PRA 等も利用してソフ

トも含めて総合的なリスクを下げていく視点で考えていくべき。 

③東京電力福島第 1発電所での事故の反省に立って、外的事象による過酷事故はなんとし

ても防ぐ必要がある。著しい自然現象に対して、もんじゅ特有な事象があれば議論して

ほしい。自然現象の専門家の意見も聞くべき。 

④世間一般的には FBR は軽水炉より事故対策が大変と考えられているが、FBR は自然循環

の流路が確保されれば、空気で冷却可能であることが東京電力福島第 1発電所事故後の

対策検討の中で詳細に示されている。それらの技術的事実を広く一般へ提示して行くこ

とが重要である。 

さらに、委員からは以下の質問がなされ、これらについて回答し、了解された。 

⑤放射性物質の拡散対策が軽水炉で検討されている。軽水炉に比べて FBR は難しいが対応

方針はあるか。 

⑥フィルタ付きベントについてはどう考えるのか。 

 

(3)「もんじゅ」に対する従来の過酷事故評価について 

機構から「もんじゅ」における(5)項事象評価（従来の過酷事故評価）に関し、その経緯と

事象推移を説明した。委員からは、主として以下の意見が出された。 

⑦(5)項事象は当時の世界情勢も踏まえ、新規制基準における重大事故や国際標準におけ

る設計拡張状態（DEC）を先取りして評価していたものと考える。 

⑧(5)項事象の評価結果の判断基準は、「放射性物質の放散が適切に抑制されること」とし

ており、頻度を考慮し設計基準事故と異なる判断基準を用いていることは妥当と考えら

れる。37 条と位置づけた場合、新規制基準や国際標準に照らしても妥当な判断基準で評

価するべき。 

⑨最新の解析コードを使用した評価結果や事象推移については、この委員会でも議論した

いので、評価の方向性を今後検討するべき。 

⑩原子力学会新型炉部会での基準に関する検討も参考としてほしい。 

 

(4)高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて(1)  

    -①炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置等- 

機構からもんじゅの事故シーケンスグループ選定の方針および選定について説明した。委

員からは、主として以下の意見が出された。 
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⑪後備炉停止系をＳＡ対策設備として位置付け、主炉停止系を設計基準対処設備としてい

るロジックについて、単一故障に対する多重性、原子炉停止系の多様性の観点から整理

した資料を作成して説明すること。 

⑫炉停止系について、耐震の観点からの裕度がどれくらいあるのか。また、PWR,BWR,FBR

を対象とした制御棒挿入性の比較等を提示してほしい。 

⑬高温構造に対する地震時の構造健全性についても、全般的な考え方を説明してほしい。 

⑭原子炉停止時の想定事象について、十分厳しい状況を考慮していることなど事象想

定の根拠をより詳細に説明してほしい。 

 

(5)高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて(2)  

        -②格納機能を確保するために必要な措置- 

機構からもんじゅの事故シーケンスグループ選定：格納機能の確保および(5)項事象の取

り扱いについて説明した。委員からは、主として以下の意見が出された。 

⑮(5)項事象については、過去の経緯等に縛られることなく、新たに技術的視点から適

切に選定し直してほしい。 

⑯ナトリウム固有の事象（ナトリウム燃焼、凍結等）について、欠落することなく網

羅的に説明してほしい。 

⑰福島事故後に PRA 標準が見直されており、サポート系の故障に起因する事象といっ

たものが特に議論されているので、これらについても十分に議論してほしい。また、

火災、内部溢水の対策についても考え方を示してほしい。 

⑱本日の説明からは、格納容器への大きな負荷は無いとの印象を受けたが、リスクが

小さな事象も想定されるのであれば定量的に示してほしい。格納容器に対して厳し

い事象を網羅的に選定し、影響と頻度を総合的に勘案・検討してほしい。メンテナ

ンス冷却系の実効性が重要である。 

 

 

以 上 



もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会の
進め方について

1

第２回もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会
平成２６年１月１４日

資料2-2

日本原子力研究開発機構

ＦＢＲ安全技術センター

目 次

 委員会の開催スケジュール

 前回委員コメントと対応事項

 各回の議題について
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委員会の開催スケジュール(案）

１２月 １月 ２月 ３月

委員会

全般的な事項

個別論点の事項

3

論点議論 議題提案等
報告書素案

（目標）
予備
（コメント反映等）

準備会
12/9

第１回
12/24

第２回
1/14

個別の論点事項の審議

第３回
1/28

第４回 第５回 第６回

事故シーケンスグループ
・炉心損傷防止
・格納機能確保 等

委員コメント 対応

1-(1)ピアレビュー委員会の進め方

1-(1)-1 ピアレビュー委員会の目的に「科学的知見

に基づき」とあるが、理想論とならないように工学的
な「技術的知見」が重要であるので、両者を記載す
るべき。

添付の通り、反映して修正。

1-(1)-2 著しい自然現象に対して、もんじゅ特有な事
象があれば議論してほしい。

竜巻等の自然現象に関する対策について
適合の考え方を検討予定。

1-(1)-3 FBRは自然循環の流路が確保されれば、

空気で冷却可能であることが震災後の対策検討の
中で詳細に示されている。それらの技術的事実を
広く一般へ提示して行くべき。

第３回会合の損傷防止策に関する適合の
考え方の中で検討予定。

1-(1)-4 フィルタ付きベントについてはどう考えるの
か？

重大事故後の長期的な対応のための排気
対策としてのフィルタ付き排気システムの必
要性を検討予定。

1-(1)-5 （ベントに関連して）FBRの格納容器は
BWRと比べて大きいが、PWRと比べてどうかという
ことを考えるべき。

格納容器の加圧破損との関連での評価とな
ることから、５回会合の評価内容に含めて説
明予定。

第１回会合での主な委員コメントと対応事項(1/4)
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第１回会合での主な委員コメントと対応事項(2/4)

委員コメント 対応

1-(2) 「もんじゅ」に対する従来の過酷事故評価について

1-(2)-1  (5)項事象の最新の解析コードを使用した

評価結果や事象推移について評価の方向性を今
後検討するべき。

第５回会合の原子炉格納機能確保の考え方
にて検討予定。

1-(3) 高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて
①炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置等

1-(3)-1 後備炉停止系と主炉停止系の位置づけ
のロジックについて、検討するべき。

第２回会合の高速炉の原子炉停止系の考え
方で検討予定。

1-(3)-2 炉停止系の耐震の観点からの裕度につ
いて、PWR,BWR,FBRを対象とした制御棒挿入
性の裕度の比較等を提示してほしい。

今後、高温構造の耐震性の考え方等の議題
の中での提示を検討したい。

5

委員コメント 対応

1-(3) 高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて
①炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置等 （つづき）

1-(3)-3 重要事故シーケンスグループを選定
する際のPRAにおいて、SA対策前の炉心損

傷頻度を評価しているが、安全目標、性能目
標などの数字と直接比較されるような値では
ないので、解説を入れる必要がある。

報告書作成の際に注記する。

1-(3)-4 高温構造に対する地震時の構造健全

性についても、全般的な考え方を説明してほし
い。

高温構造の配管の耐震性と材料特性等の観
点から説明予定。

1-(3)-5原子炉停止時の想定事象について、

十分厳しい状況を考慮していることなど事象
想定の根拠をより詳細に説明してほしい。

第３回会合にて検討予定。

第１回会合での主な委員コメントと対応事項(3/4)
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委員コメント 対応

1-(4) 高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて
②格納機能を確保するために必要な措置

1-(4)-1 (5)項事象については、過去の経緯等

に縛られることなく、新たに技術的視点から適
切に選定し直してほしい。

第５回会合にて、ＵＬＯＦについて最新知見に
よる評価を提示するとともに、ＬＦ，ＬＯＰＩにつ
いても最新の技術的知見を整理する。

1-(4)-2 福島事故後にPRA標準が見直されて

おり、サポート系の故障に起因する事象といっ
たものが特に議論されているので、議論して
ほしい。また、火災、内部溢水の対策の考え
方についても示してほしい。

サポート系故障の起因事象はＰＲＡ（第１回提
示）にて考慮済である。火災、溢水対策につい
ては考え方を提示予定。

1-(4)-3 格納容器への負荷はリスクが小さな

事象も想定されるのであれば定量的に示して
ほしい。メンテナンス冷却系の実効性が重要。

原子炉格納機能確保の考え方の中で検討予
定。

第１回会合での主な委員コメントと対応事項(4/4)

7

8

高速炉に精通した専門家により、高速増殖炉に関する科学的・技術的知
見を踏まえ、「高速増殖炉もんじゅに関する過酷事故を含む安全確保の考
え方」をまとめる。

検討対象は、
①設計基準ベースの強化と適合の考え方
②過酷事故の防止と適合の考え方（内的事象及び外的事象起因）
等とする。

＜実施内容＞

＜対象範囲＞

本委員会として、これらの科学的・技術的な根拠及び適合の考え方を報
告書としてとりまとめ公表する。

＜成果物＞

本委員会の実施内容、対象範囲及び成果物について
（添付）



委員会各回の議題について（案） (1/3)

9

第1回 12/24(火) 15:00～18:00 @東京【公開】

＜議題＞
・ピアレビュー委員会の進め方について
・「もんじゅ」に対する従来の過酷事故評価について
・高速炉の特徴を踏まえた事故シーケンスグループについて

①炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置等
②格納機能を確保するために必要な措置

第2回 1/14(火) 午後(15:00～18:00予定) @東京【公開】

＜議題（案）＞
・設計基準ベースの論点事項について

①静的機器の単一故障の考え方
②原子炉停止系の考え方

③崩壊熱除去系の考え方
・ナトリウム冷却炉に特有な事象について

①蒸気発生器の水リークの考え方
②ナトリウム漏えいの考え方

委員会各回の議題について（案） (2/3)

10

第3回 1/28(火) 午前(10:00～１2:30予定) @東京【公開】

＜議題（案）＞
・炉心の著しい損傷の防止策の考え方（体制含む）
・運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止策の考え方（体制含む）
・使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止策の考え方 等

第4回 日程・場所未定(セキュリティ事項関連のため非公開) 【非公開】

＜議題（案）＞
・セキュリティ関連の対策の考え方について



委員会各回の議題について（案） (3/3)
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第5回 日程・場所未定 【公開】

＜議題（案）＞
・原子炉格納機能確保の考え方
・報告書素案の提示

第6回 日程・場所未定 【公開】

＜議題（案）＞
・前回までの会合のコメント回答
・報告書（案） （コメントの反映説明）
・今後の課題の整理



静的機器単一故障の考え方

第２回もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会
平成２６年１月１４日

資料2-3

日本原子力研究開発機構

高速増殖炉研究開発センター

検討目的

 実用炉規則＊１の解釈には、「多重性又は多様
性を要求する安全機能」が明記されているが、
研開炉規則＊2の解釈には該当する記載が現
状詳細化されていない。

 研開炉規則の解釈の詳細化案として、もん
じゅの安全重要度分類より摘出した「多重性又
は多様性を要求する安全機能」について検討
して整理する。

 もんじゅにおける静的機器単一故障の考え方
として、上記を委員会より提案する。

1

＊１：実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則
＊２：研究開発段階発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則



説明内容

１．もんじゅにおける静的機器単一故障の検討フロー
（１）単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（２）研開炉規則への適合性確認

２．もんじゅにて多重性又は多様性を要求する安全機能
（１）安全重要度分類からの摘出

３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（１）多重性と使命時間による整理
（２）多重性を有する安全機能（15項目）の例
（３）使命時間が短期の安全機能（9項目）の例

４．研開炉規則への適合性確認
（１）故障の修復が可能な安全機能（2項目）の例

５．もんじゅにおける静的機器単一故障の考え方
６．研開炉規則の解釈の詳細化案
７．まとめ

2

26の安全機能を整理。
（もんじゅ特有のものは5機能）

PS-1：2機能、MS-1：7機能
PS-2：5機能、MS-2：6機能

１．もんじゅにおける静的機器単一故障の検討フロー
（１）単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出

3

安全上の機能別重要度分類

多重性又は多様性を要求する安全機能

単一設計で故障想定が必要な安全機能を摘出
・格納容器内の放射性物質の濃度低減機能、原子炉制御室非常用換気空調機能

静的機器

単一設計

使命時間長期

動的機器の多重性は過去
の安全審査にて確認済み。

15の安全機能は多重性又
は多様性を有する。

9の安全機能は使命時間

が短期であり故障想定に
該当しない。

・以下の分類にて25の安全機
能が整理されている。

①その機能を有する系統の多
重性又は多様性を要求する
安全機能

②その機能を有する複数の系
統があり、それぞれの系統
について多重性又は多様性
を要求する安全機能

・バウンダリ機能等の多重性が
原理的に不可能な安全機能
は上記の分類に記載なし。

26

11

2

実用炉規則の考え方

Yes
No

・使命時間が短期（24時間以

内）の安全機能は、動的機器
の故障のみを想定する。（研
開炉規則も同様）

研開炉規則には記載なし



１．もんじゅにおける静的機器単一故障の検討フロー
（２）研開炉規則への適合性確認

4

多重性要求の適用が必要
・該当機器なし

多重性要求の適用が不要

故障発生の可能性
が極めて小さい

他系統で代替可能

修復可能

・以下の要件を満足する機器につ
いては多重性の要求は適用しな
い。（研開炉規則も同様）

①安全機能想定される最も過酷な
条件下においても、その単一故
障が安全上支障のない期間に
除去又は修復できることが確実
であるもの。

実用炉規則の考え方

2

0

0

0

Yes

No

②単一故障発生の可能性が極め
て小さいことが合理的に説明で
きるもの。

③他の系統を用いて、その機能を
代替できることが安全解析等に
より確認できるもの。

2

・格納容器内の放射性物質の濃度低減機能 ・原子炉制御室非常用換気空調機能

・アニュラス循環排気設備のダクト ・中央制御室空調装置のダクト及びフィルタ

上記の安全機能を担う系統のうち、
単一設計となっている静的機器を摘出

単一設計で故障想定が必要な安全機能（2項目）

２．もんじゅにて多重性又は多様性を要求する安全機能

5

26の安全機能を整理。
（もんじゅ特有のものは5機能）

PS-1：2機能、MS-1：7機能
PS-2：5機能、MS-2：6機能

安全上の機能別重要度分類

多重性又は多様性を要求する安全機能

単一設計で故障想定が必要な安全機能を摘出
・格納容器内の放射性物質の濃度低減機能、原子炉制御室非常用換気空調機能

静的機器

単一設計

使命時間長期

動的機器の多重性は過去
の安全審査にて確認済
み。
15の安全機能は多重性又
は多様性を有する。

9の安全機能は使命時間

が短期であり故障想定に
該当しない。

26

11

2

Yes
No

研開炉規則には記載なし

赤枠：本章での説明内容



２．もんじゅにて多重性又は多様性を要求する安全機能
（１）安全重要度分類からの摘出（1/4）

6

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

PS-1

1）原子炉冷却材バ
ウンダリ機能

・原子炉冷却材バウンダリを構成する
機器、配管系

・原子炉冷却材バウンダリを構成する配
管の隔離機能

16

2）炉心形状の維持
機能

・炉内構造物、炉心構成要素（燃料を
除く）等

実用炉規則と同様に多重化要求を適用
しない。

MS-1

1）原子炉の緊急停
止機能

・原子炉停止系（スクラム機能） ・原子炉の緊急停止機能 1

2）未臨界維持機能 ・原子炉停止系 ・未臨界維持機能 2
3）原子炉停止後の
除熱機能

・残留熱を除去する系統 ・原子炉停止後の除熱機能 3

4）原子炉冷却材液
位確保機能

①１次Naオーバフロー系
②１次メンテナンス冷却系出入り口止
め弁
・ガードベッセル

①炉心冷却のための原子炉冷却材汲み
上げ機能

②原子炉冷却材バウンダリを構成する
配管の隔離機能

4

16

5）放射性物質の閉
じ込め機能、放射
線の遮へい及び
放出低減機能

①原子炉格納容器隔離弁
②アニュラス循環排気装置
③１次アルゴンガス系収納施設
・原子炉格納容器、原子炉格納容器
バウンダリを構成する冷却系の設
備・機器、アニュラス部

①原子炉格納容器バウンダリを構成す
る配管の隔離機能

②格納容器内の放射性物質の濃度低減
機能

③1次アルゴンガス系収納施設による放
射性物質の放出低減機能

18

5

15

赤字：多重性又は多様性を要求する安全機能に該当する構築物、系統又は機器
青字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）
No.：実用炉規則の解釈を参考に摘出した安全機能の整理番号（1～26）。p.23～27の整理結果に対応。

２．もんじゅにて多重性又は多様性を要求する安全機能
（１）安全重要度分類からの摘出（2/4）

7

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

MS-1

6）工学的安全施
設及び原子炉
停止系への作
動信号の発生
機能

①②安全保護系 ①原子炉停止系に対する作動信号（常
用系として作動させるものを除く）の発
生機能

②工学的安全施設に分類される機器若
しくは系統に対する作動信号の発生
機能

19

20

7）安全上特に重
要な関連機能

①非常用所内電源系
②制御室及びその遮へい・換気空調設備
③原子炉補機冷却水設備
④原子炉補機冷却海水設備
⑤⑥直流電源設備
⑦制御用圧縮空気設備
⑧機器冷却系設備
（いずれも、MS-1関連のもの）

①非常用の交流電源機能、非常用交流
電源から非常用の負荷に対し電力を
供給する機能

②原子炉制御室非常用換気空調機能
③補機冷却機能
④冷却用海水供給機能
⑤非常用の直流電源機能、非常用直流
電源から非常用の負荷に対し電力を
供給する機能

⑥非常用の計測制御用直流電源機能
⑦圧縮空気供給機能
⑧補機冷却機能

8
6

13
11
12
9
7

10
14
11

赤字：多重性又は多様性を要求する安全機能に該当する構築物、系統又は機器
青字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）
No.：実用炉規則の解釈を参考に摘出した安全機能の整理番号（1～26）。p.23～27の整理結果に対応。



２．もんじゅにて多重性又は多様性を要求する安全機能
（１）安全重要度分類からの摘出（3/4）

8

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

PS-2

1）原子炉カバ－ガス等の
バウンダリ機能

原子炉カバ－ガス等のバウンダリを構成す
る系統・機器（原子炉カバ－ガス等のバウン
ダリを構成する部分）

・原子炉カバーガス等のバ
ウンダリを構成する配管の
隔離機能

17

2）原子炉冷却材を内蔵す
る機能（ただし、原子炉冷
却材バウンダリに直接接
続されていないものは除
く。）

１次ナトリウムオ－バフロ－系、１次メンテナ
ンス冷却系（いずれも、ＰＳ－１以外）

実用炉規則と同様に多重化
要求を適用しない。

3）原子炉冷却材バウンダ
リに直接接続されていな
いものであって、放射性
物質を内蔵する機能

１次アルゴンガス系、気体廃棄物処理設備、
炉外燃料貯蔵設備（いずれも、放射能イン
ベントリの大きいもの）、水中燃料貯蔵設備
（燃料池）、１次ナトリウム純化系、１次ナトリ
ウム充填ドレン系

4）燃料を安全に取り扱う機
能

燃料交換設備、燃料出入設備（原子炉と炉
外燃料貯蔵槽との間の移送機能に関連す
るもの）

実用炉規則と同様に多重化
要求を適用しない。

5）炉心冷却機能を有する
区域において非放射性ナ
トリウムを保持する機能

非放射性液体ナトリウムを内蔵する設備（２
次主冷却系設備、補助冷却設備）

実用炉規則と同様に多重化
要求を適用しない。

赤字：多重性又は多様性を要求する安全機能に該当する構築物、系統又は機器
青字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）
No.：実用炉規則の解釈を参考に摘出した安全機能の整理番号（1～26）。p.23～27の整理結果に対応。

２．もんじゅにて多重性又は多様性を要求する安全機能
（１）安全重要度分類からの摘出（4/4）

9

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

MS-2

1）使用済燃料を貯蔵する
設備の冷却材液位確保
機能

炉外燃料貯蔵設備（貯蔵槽
外容器）

実用炉規則と同様に多重化要求を適用しな
い。

2）放射性物質放出の防止
機能

燃料取扱事故時放射能放出
を低減する系（燃料取扱設備
室換気装置の浄化フィルタユ
ニットを経由する系）

3）事故時のプラント状態
の把握機能

事故時監視計装の一部（原
子炉容器ナトリウム液位、原
子炉容器出口ナトリウム温度、
放射線監視設備等）

・事故時の原子炉の停止状態の把握機能
・事故時の炉心冷却状態の把握機能
・事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能
・事故時のプラント操作のための情報の把
握機能

21
22
23
24

4）制御室外からの安全停
止機能

中央制御室外原子炉停止装
置（安全停止に関連するも
の）

実用炉規則と同様に多重化要求を適用しな
い。

5）原子炉停止後の除熱機
能を損なわせるおそれ
のあるナトリウム漏えい
時の熱的・化学的影響
の緩和機能

１次系ライナ、貯留槽、２次
系ライナ、２次ナトリウム充填
ドレン系（事故時ドレン機能）

・２次ナトリウム漏えい事故時のドレン機能 25

6）２次主冷却系の過圧抑
制機能

ナトリウム・水反応生成物収
納設備（圧力開放板）

・２次主冷却系の過圧抑制機能 26

赤字：多重性又は多様性を要求する安全機能に該当する構築物、系統又は機器
青字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）
No.：実用炉規則の解釈を参考に摘出した安全機能の整理番号（1～26）。p.23～27の整理結果に対応。



３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出

10

26の安全機能を整理。
（もんじゅ特有のものは5機能）

PS-1：2機能、MS-1：7機能
PS-2：5機能、MS-2：6機能

安全上の機能別重要度分類

多重性又は多様性を要求する安全機能

単一設計で故障想定が必要な安全機能を摘出
・格納容器内の放射性物質の濃度低減機能、原子炉制御室非常用換気空調機能

静的機器

単一設計

使命時間長期

動的機器の多重性は過去
の安全審査にて確認済み。

15の安全機能は多重性又
は多様性を有する。

9の安全機能は使命時間

が短期であり故障想定に
該当しない。

26

11

2

Yes
No

赤枠：本章での説明内容

３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（１）多重性と使命時間による整理（1/4）

11

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

PS-1

1）原子炉冷却材バ
ウンダリ機能

・原子炉冷却材バウンダリを構成する
機器、配管系

・原子炉冷却材バウンダリを構成する配
管の隔離機能

16

2）炉心形状の維持
機能

・炉内構造物、炉心構成要素（燃料を
除く）等

実用炉規則と同様に多重化要求を適用
しない。

MS-1

1）原子炉の緊急停
止機能

・原子炉停止系（スクラム機能） ・原子炉の緊急停止機能 1

2）未臨界維持機能 ・原子炉停止系 ・未臨界維持機能 2
3）原子炉停止後の
除熱機能

・残留熱を除去する系統 ・原子炉停止後の除熱機能 3

4）原子炉冷却材液
位確保機能

①１次Naオーバフロー系
②１次メンテナンス冷却系出入り口止
め弁
・ガードベッセル

①炉心冷却のための原子炉冷却材汲み
上げ機能

②原子炉冷却材バウンダリを構成する
配管の隔離機能

4

16

5）放射性物質の閉
じ込め機能、放射
線の遮へい及び
放出低減機能

①原子炉格納容器隔離弁
②アニュラス循環排気装置
③１次アルゴンガス系収納施設
・原子炉格納容器、原子炉格納容器
バウンダリを構成する冷却系の設
備・機器、アニュラス部

①原子炉格納容器バウンダリを構成す
る配管の隔離機能

②格納容器内の放射性物質の濃度低減
機能

③1次アルゴンガス系収納施設によ
る放射性物質の放出低減機能

18

5

15

赤字：多重性を有する安全機能（15項目）、青字：使命時間が短期の安全機能（9項目）
緑字：単一設計で故障想定が必要な静的機器が摘出された安全機能（2項目）
太字：静的機器単一故障の考え方に関する具体例を後述。



３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（１）多重性と使命時間による整理（2/4）

12

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

MS-1

6）工学的安全施
設及び原子炉
停止系への作
動信号の発生
機能

①②安全保護系 ①原子炉停止系に対する作動信号（常
用系として作動させるものを除く）の発
生機能

②工学的安全施設に分類される機器若
しくは系統に対する作動信号の発生
機能

19

20

7）安全上特に重
要な関連機能

①非常用所内電源系
②制御室及びその遮へい・換気空調設備
③原子炉補機冷却水設備
④原子炉補機冷却海水設備
⑤⑥直流電源設備
⑦制御用圧縮空気設備
⑧機器冷却系設備
（いずれも、MS-1関連のもの）

①非常用の交流電源機能、非常用交流
電源から非常用の負荷に対し電力を
供給する機能

②原子炉制御室非常用換気空調機能
③補機冷却機能
④冷却用海水供給機能
⑤非常用の直流電源機能、非常用直流
電源から非常用の負荷に対し電力を
供給する機能

⑥非常用の計測制御用直流電源機能
⑦圧縮空気供給機能
⑧補機冷却機能

8
6

13
11
12
9
7

10
14
11

赤字：多重性を有する安全機能（15項目）、青字：使命時間が短期の安全機能（9項目）
緑字：単一設計で故障想定が必要な静的機器が摘出された安全機能（2項目）
太字：静的機器単一故障の考え方に関する具体例を後述。

３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（１）多重性と使命時間による整理（3/4）

13

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

PS-2

1）原子炉カバ－ガス等の
バウンダリ機能

原子炉カバ－ガス等のバウンダリを構成す
る系統・機器（原子炉カバ－ガス等のバウン
ダリを構成する部分）

・原子炉カバーガス等のバ
ウンダリを構成する配管の
隔離機能

17

2）原子炉冷却材を内蔵す
る機能（ただし、原子炉冷
却材バウンダリに直接接
続されていないものは除
く。）

１次ナトリウムオ－バフロ－系、１次メンテナ
ンス冷却系（いずれも、ＰＳ－１以外）

実用炉規則と同様に多重化
要求を適用しない。

3）原子炉冷却材バウンダ
リに直接接続されていな
いものであって、放射性
物質を内蔵する機能

１次アルゴンガス系、気体廃棄物処理設備、
炉外燃料貯蔵設備（いずれも、放射能イン
ベントリの大きいもの）、水中燃料貯蔵設備
（燃料池）、１次ナトリウム純化系、１次ナトリ
ウム充填ドレン系

4）燃料を安全に取り扱う機
能

燃料交換設備、燃料出入設備（原子炉と炉
外燃料貯蔵槽との間の移送機能に関連す
るもの）

実用炉規則と同様に多重化
要求を適用しない。

5）炉心冷却機能を有する
区域において非放射性ナ
トリウムを保持する機能

非放射性液体ナトリウムを内蔵する設備（２
次主冷却系設備、補助冷却設備）

実用炉規則と同様に多重化
要求を適用しない。

赤字：多重性を有する安全機能（15項目）、青字：使命時間が短期の安全機能（9項目）
緑字：単一設計で故障想定が必要な静的機器が摘出された安全機能（2項目）
太字：静的機器単一故障の考え方に関する具体例を後述。



３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（１）多重性と使命時間による整理（4/4）

14

分類 機能 構築物、系統又は機器 摘出結果 №

MS-2

1）使用済燃料を貯蔵する
設備の冷却材液位確保
機能

炉外燃料貯蔵設備（貯蔵槽
外容器）

実用炉規則と同様に多重化要求を適用しな
い。

2）放射性物質放出の防止
機能

燃料取扱事故時放射能放出
を低減する系（燃料取扱設備
室換気装置の浄化フィルタユ
ニットを経由する系）

3）事故時のプラント状態
の把握機能

事故時監視計装の一部（原
子炉容器ナトリウム液位、原
子炉容器出口ナトリウム温度、
放射線監視設備等）

・事故時の原子炉の停止状態の把握機能
・事故時の炉心冷却状態の把握機能
・事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能
・事故時のプラント操作のための情報の把
握機能

21
22
23
24

4）制御室外からの安全停
止機能

中央制御室外原子炉停止装
置（安全停止に関連するも
の）

実用炉規則と同様に多重化要求を適用しな
い。

5）原子炉停止後の除熱機
能を損なわせるおそれ
のあるナトリウム漏えい
時の熱的・化学的影響
の緩和機能

１次系ライナ、貯留槽、２次
系ライナ、２次ナトリウム充填
ドレン系（事故時ドレン機能）

・２次ナトリウム漏えい事故時のドレン
機能

25

6）２次主冷却系の過圧抑
制機能

ナトリウム・水反応生成物収
納設備（圧力開放板）

・２次主冷却系の過圧抑制機能 26

赤字：多重性を有する安全機能（15項目）、青字：使命時間が短期の安全機能（9項目）
緑字：単一設計で故障想定が必要な静的機器が摘出された安全機能（2項目）
太字：静的機器単一故障の考え方に関する具体例を後述。

３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（２）多重性を有する安全機能（15項目）の例（1/2）

原子炉停止後の除熱機能

⇒3ループ構成であり、多重性を有するため、単一故障を想定しても安全機能は達成可能。

15出典：県民意見を踏まえた｢もんじゅ｣の安全性について（もんじゅ安全性調査検討専門委員会提出資料），平成15年9月，核燃料サイクル開発機構

原子炉停止後の崩壊熱の除去は
補助冷却系１系統で可能である。

補助冷却系（空気冷却器）15ＭＷ×3基

100(分)12

原子炉停止

15

30

2

714
(MW)

1

原
子
炉
発
熱

原子炉停止後経過時間

もんじゅの冷却系

：１次系
：２次系

１次主循環ポンプ

原子炉容器

中間熱
交換器

Ｃループ

Ａループ

Ｂループ

２次主循環ポンプ

蒸発器 過熱器

補助冷却設備



３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（２）多重性を有する安全機能（15項目）の例（2/2）

1次アルゴンガス系収納施設による放射性物質の放出低減機能

⇒常温活性炭吸着塔は、密封性の高い常温活性炭吸着塔収納設備により放出低減機
能が多重化されており、単一故障を想定しても安全機能は達成可能。

16

１次アルゴンガス系設備の概略図

常温活性炭
吸着塔

圧縮機
常温活性炭吸着塔収納設備

減衰タンク

原子炉格納容器

原子炉容器

出典：県民意見を踏まえた｢もんじゅ｣の安全性について（もんじゅ安全性調査検討専門委員会提出資料），平成15年9月，核燃料サイクル開発機構

３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（３）使命時間が短期の安全機能（9項目）の例（1/2）

２次ナトリウム漏えい事故時のドレン機能

⇒使命時間が短く（安全審査では緊急ドレンの所要時間を25分として解析評価）、
静的機器の単一故障は想定しない。（参考：ドレン弁は多重化している。）

17出典：県民意見を踏まえた｢もんじゅ｣の安全性について（もんじゅ安全性調査検討専門委員会提出資料），平成15年9月，核燃料サイクル開発機構

空気冷却器

循環ポンプ
過熱器 蒸発器

ｵｰﾊﾞﾌﾛｰ配管

ﾄﾞﾚﾝ配管

オーバフロータンク ダンプタンク

ｵｰﾊﾞﾌﾛｰ
ﾀﾝｸ側

ﾀﾞﾝﾌﾟ
ﾀﾝｸ側

ドレン開始 20分

ドレン時間

ドレン配管

オーバフロー配管

オーバフロー配管

系統構成 ドレン所要時間

（常時使用 360℃で使用） （200℃）

ドレン量

約35t

約38t

約9t

約46t

約34t

ホットレグ

コールドレグ

ポンプ入口

空気冷却器

蒸発器

過熱器



Na・水反
応生成物
収納容器

水素計

蒸発器
カバーガス
圧力計

水素計
圧力開放板

水素計

圧力開
放板

放出弁 出口止め弁

ブロータンク

窒素ガス供給系

放出弁
入口止め弁

水素計

過熱器
出口放出弁

給水止め弁

窒素ガス供給系

ブロータンク

入口放出弁

圧力開放板

大気へ

中間熱
交換器
より

中間熱交換器へ

H2

H2

H2

H2

圧力

３．単一設計で故障想定が必要な安全機能の摘出
（３）使命時間が短期の安全機能（9項目）の例（2/2）

２次主冷却系の過圧抑制機能

⇒使命時間が短く（約70秒で水ブローが完了し事象収束）、静的機器の単一故障は想
定しない。（参考：水・蒸気系の放出弁は多重化している。）

18出典：県民意見を踏まえた｢もんじゅ｣の安全性について（もんじゅ安全性調査検討専門委員会提出資料），平成15年9月，核燃料サイクル開発機構

403020100
0

10

20

30

圧

力

（kg/cm2G）

時 間 （秒）

初期スパイク圧

（蒸発器：約23kg/cm2G、
中間熱交換器：約11kg/cm2G）

蒸発器用圧力開放板開放

蒸発器圧力

中間熱交換器２次側圧力

気水分離器

４．研開炉規則への適合性確認

19

赤枠：本章での説明内容

（もんじゅにおける修復方法
の詳細については検討中の
ため、類似設備を対象とした
軽水炉の審査資料を紹介）

多重性要求の適用が必要
・該当機器なし

多重性要求の適用が不要

故障発生の可能性
が極めて小さい

他系統で代替可能

修復可能

2

0

0

0

Yes

No

2

・アニュラス循環排気設備のダクト ・中央制御室空調装置のダクト及びフィルタ

上記の安全機能を担う系統のうち、
単一設計となっている静的機器を摘出

・格納容器内の放射性物質の濃度低減機能 ・原子炉制御室非常用換気空調機能

単一設計で故障想定が必要な安全機能（2項目）



４．研開炉規則への適合性確認
（１）故障の修復が可能な安全機能（2項目）の例（1/3）

20出典：原子力規制員会ホームページより 第31回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合配布資料
資料3-3-1伊方発電所３号炉 静的機器の単一故障に係る設計 説明資料（審査会合における指摘事項の回答），平成25年10月10日，四国電力株式会社

以下は、軽水炉の審査資料であるが、「もんじゅ」でも同様の方針にて検討中。

４．研開炉規則への適合性確認
（１）故障の修復が可能な安全機能（2項目）の例（2/3）

21出典：原子力規制員会ホームページより 第31回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合配布資料
資料3-3-1伊方発電所３号炉 静的機器の単一故障に係る設計 説明資料（審査会合における指摘事項の回答），平成25年10月10日，四国電力株式会社

以下は、軽水炉の審査資料であるが、「もんじゅ」でも同様の方針にて検討中。



４．研開炉規則への適合性確認
（１）故障の修復が可能な安全機能（2項目）の例（3/3）

22出典：原子力規制員会ホームページより 第31回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合配布資料
資料3-3-1伊方発電所３号炉 静的機器の単一故障に係る設計 説明資料（審査会合における指摘事項の回答），平成25年10月10日，四国電力株式会社

以下は、軽水炉の審査資料であるが、「もんじゅ」でも同様の方針にて検討中。

５．もんじゅにおける静的機器単一故障の考え方（1/5）

23

No. 摘出した安全機能 該当機器（動的機器も合わせて記載） 研開炉規則への適合性

1
原子炉の緊急停止
機能

制御棒
制御棒駆動機構
炉心上部機構制御棒上部案内管

使命時間が短く、単一故障の想定
不要（多重性を有するため、単一
故障を想定しても炉停止は可能）。

2 未臨界維持機能 制御棒
多重性を有しており、単一故障を
想定しても安全機能は達成可能。

3
原子炉停止後の除
熱機能

１次主冷却系設備（循環ポンプ、中間
熱交換器、主配管及び主要弁）
２次主冷却系設備（循環ポンプ、主配
管及び主要弁）SG止め弁まで
補助冷却設備（空気冷却器、送風機、
主配管及び主要弁）

３ループ構成であり、多重性を有
するため、単一故障を想定しても
安全機能は達成可能。

4
炉心冷却のための
原子炉冷却材汲み
上げ機能

１次ナトリウムオーバフロー系（オー
バフロータンク、電磁ポンプ、主配管
及び主要弁）

使命時間（低温停止移行までのNa
収縮分の補充）が24時間以内であ
り、単一故障の想定不要。

5
格納容器内の放射
性物質の濃度低減
機能

アニュラス循環排気設備（循環排気
ファン、浄化フィルタユニット、ダクト及
び主要弁）

ダクトの一部は単一設計であるが、
確実に修復可能であり、安全機能
への影響はない。

①「その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能」（1/3）

赤字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）、灰色字：動的機器

多重性を有する安全機能（15） 使命時間が短期の安全機能（9） 故障の修復が可能な安全機能（2）



５．もんじゅにおける静的機器単一故障の考え方（2/5）

24

No. 安全機能 該当機器（動的機器も合わせて記載） 研開炉規則への適合性

6

非常用交流電源か
ら非常用の負荷に
対し電力を供給する
機能

非常用所内電源系（発電機から非常
用負荷までの配電設備及び電路）

電源設備については、各々の機能
に対して多重性を有しており、単一
故障を想定しても安全機能は達成
可能。

7

非常用直流電源か
ら非常用の負荷に
対し電力を供給する
機能

直流電源設備（蓄電池から非常用負
荷までの配電設備及び電路）

8
非常用の交流電源
機能

ディーゼル機関、発電機

9
非常用の直流電源
機能

蓄電池

10
非常用の計測制御
用直流電源機能

直流電源設備
交流無停電電源設備

①「その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能」（2/3）

赤字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）、灰色字：動的機器

多重性を有する安全機能（15） 使命時間が短期の安全機能（9） 故障の修復が可能な安全機能（2）

５．もんじゅにおける静的機器単一故障の考え方（3/5）

25

No. 安全機能 該当機器（動的機器も合わせて記載） 研開炉規則への適合性

11 補機冷却機能

機器冷却系設備（循環ポンプ、冷凍
機、ポニーモータ冷却ユニット、電磁
ポンプ冷却ユニット、主配管及び主要
弁）
原子炉補機冷却水設備（循環ポンプ、
熱交換器、主配管及び主要弁）

多重性を有しており、単一故障を
想定しても安全機能は達成可能。

12
冷却用海水供給機
能

原子炉補機冷却海水設備（海水ポン
プ、海水ストレーナ、主配管及び主要
弁）

多重性を有しており、単一故障を
想定しても安全機能は達成可能。

13
原子炉制御室非常
用換気空調機能

中央制御室空調装置（空調ファン、浄
化ファン、浄化フィルタユニット）

ダクト及びフィルタの一部は単一設
計であるが、確実に修復可能であ
り、安全機能への影響はない。

14 圧縮空気供給機能
制御用圧縮空気設備（圧縮機、空気
貯槽、除湿塔、主配管及び主要弁）

多重性を有しており、単一故障を
想定しても安全機能は達成可能。

15

１次アルゴンガス系
収納施設による放
射性物質の放出低
減機能

１次アルゴンガス系収納施設（常温
活性炭吸着塔）

常温活性炭吸着塔収納設備により
放出低減機能が多重化されており、
単一故障を想定しても安全機能は
達成可能。

①「その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能」（3/3）

赤字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）、灰色字：動的機器

多重性を有する安全機能（15） 使命時間が短期の安全機能（9） 故障の修復が可能な安全機能（2）



５．もんじゅにおける静的機器単一故障の考え方（4/5）

26

No. 安全機能 該当機器（動的機器も合わせて記載） 研開炉規則への適合性

16
原子炉冷却材バウンダリを
構成する配管の隔離機能

下記系統の隔離弁
・１次ナトリウムオーバフロー系
・１次ナトリウム充填ドレン系
・１次メンテナンス冷却系

使命時間が短く、単一故障の
想定不要（多重性を有するた
め、単一故障を想定しても
各々の安全機能は達成可能）。

17
原子炉カバーガス等のバ
ウンダリを構成する配管の
隔離機能

下記系統の隔離弁
・1次アルゴンガス系
・1次ナトリウムオーバフロー系

18
原子炉格納容器バウンダ
リを構成する配管の隔離
機能

原子炉格納容器隔離弁

19

原子炉停止系に対する作
動信号（常用系として作動
させるものを除く）の発生
機能

原子炉トリップ信号の安全保護回
路

20
工学的安全施設に分類さ
れる機器若しくは系統に対
する作動信号の発生機能

工学的安全施設作動信号の安全
保護回路

②「その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について多重性又は多様性を
要求する安全機能」（1/2）

赤字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）、灰色字：動的機器

多重性を有する安全機能（15） 使命時間が短期の安全機能（9） 故障の修復が可能な安全機能（2）

５．もんじゅにおける静的機器単一故障の考え方（5/5）

27

No. 安全機能 該当機器（動的機器も合わせて記載） 研開炉規則への適合性

21
事故時の原子炉の停止
状態の把握機能

線源領域中性子束（PAMクラス１）

多重性を有しており、単一
故障を想定しても安全機能
は達成可能。

22
事故時の炉心冷却状態
の把握機能

原子炉容器Na液位（PAMクラス１）
原子炉容器出口Na温度（PAMクラス１）
IHX出口Na温度（PAMクラス１）

23
事故時の放射能閉じ込
め状態の把握機能

CV床上雰囲気圧力（PAMクラス１）
CVエリア放射線量率（PAMクラス１）

24
事故時のプラント操作の
ための情報の把握機能

上記のPAM

25
２次ナトリウム漏えい事
故時のドレン機能

２次ナトリウム充填ドレン系、オーバフ
ロー系のドレン機能を持つ範囲。 使命時間が短く、単一故障

の想定不要。
26

２次主冷却系の過圧抑
制機能

ナトリウム･水反応生成物収納設備（圧
力開放板、主配管）

②「その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について多重性又は多様性を
要求する安全機能」（2/2）

赤字：もんじゅ特有の安全機能（実用炉規則の解釈には記載がない安全機能）、灰色字：動的機器

多重性を有する安全機能（15） 使命時間が短期の安全機能（9） 故障の修復が可能な安全機能（2）



６．研開炉規則の解釈の詳細化案
「安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの」は、以下に示す機能を有するものとする。

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能
 原子炉の緊急停止機能

 未臨界維持機能

 原子炉停止後の除熱機能

 炉心冷却のための原子炉冷却材汲み上げ機能

 格納容器内の放射性物質の濃度低減機能

 非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能

 非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能

 非常用の交流電源機能

 非常用の直流電源機能

 非常用の計測制御用直流電源機能

 補機冷却機能

 冷却用海水供給機能

 原子炉制御室非常用換気空調機能

 圧縮空気供給機能

 アルゴンガス系収納施設による放射性物質の放出低減機能

二 その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について多重性又は多様性を要求する安全機能
 原子炉冷却材バウンダリを構成する配管の隔離機能

 原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する配管の隔離機能

 原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能

 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるものを除く）の発生機能

 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作動信号の発生機能

 事故時の原子炉の停止状態の把握機能

 事故時の炉心冷却状態の把握機能

 事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能

 事故時のプラント操作のための情報の把握機能

 ２次ナトリウム漏えい事故時のドレン機能

 ２次主冷却系の過圧抑制機能 28

７．まとめ

 もんじゅにおいて、単一設計で故障想定が
必要な安全機能を摘出し、研開炉規則へ
の適合性を整理した。

研開炉規則の解釈の詳細化案として、実
用炉規則の解釈を参考に、もんじゅにおい
て「多重性又は多様性を要求する安全機
能」をまとめた。

29



原子炉停止系の考え方

日本原子力研究開発機構

高速増殖炉研究開発センター

1

第２回もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会
平成２６年１月１４日

資料2-4
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2.1 制御棒（主炉停止系と後備炉停止系）

2.2 制御棒駆動機構

2.3 原子炉トリップ設備

2.4 多重性、多様性及びフェイル・セーフ
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原子力規制委員会 第1回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合
泊発電所の原子炉設置変更許可申請等の概要について（北海道電力) より抜粋

蓄圧注入系（ほう酸水)

化学体積制御系(ほう酸水)

重大事故等対処設備（緊急停止失敗時に原子炉

を未臨界にするための設備）と位置づけ

各種信号（補助給水ポンプ自動

起動、主蒸気隔離弁閉止、タービン

トリップ）を発する設備を新設

炉停止系＋信号多様化 を要求

-軽水炉(PWR)における要求への対処-

1. 「もんじゅ」と軽水炉の原子炉停止系の比較

3

高速増殖炉の特徴 -軽水炉(PWR)との比較-

項 目 高速増殖炉（もんじゅ） 軽水炉(PWR)

原子炉

冷却材

の

種類、

温度、

圧力。

原子炉冷却材

圧力(ゲージ圧)

約0.8MPa

（原子炉容器入口圧力）
約15.4MPa

原子炉冷却材
ナトリウム（大気圧の沸点 約

880℃）
水(大気圧の沸点 約100℃）

原子炉

入口／出口温
度

約400℃／約530℃ 約290 ℃／約325 ℃

炉停止機構 制御棒

主炉停止系

後備炉停止系

制御棒

化学体積制御系、蓄圧注入系

4

1. 「もんじゅ」と軽水炉の原子炉停止系の比較



2. 「もんじゅ」の原子炉停止系

2.1 制御棒（主炉停止系と後備炉停止系）

2.2 制御棒駆動機構

2.3 原子炉トリップ設備

2.4 多重性、多様性及びフェイル・セーフ

5

項目
主炉停止系 後備炉停止系

微調整棒 FCR 粗調整棒 CCR 後備炉停止棒 BCR

本数
３ １０

６
１３

機能
①出力制御

②原子炉トリップ

①出力制御

②燃焼補償

③原子炉トリップ

①原子炉トリップ

炉停止に必
要なC/R本数

（13本中）１０本 （６本中）２本

２系統（主、後備）の制御棒のうち、どちらか１系統が作動すれば、原子炉
が停止。

6

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系
2.1 制御棒

-主炉停止系と後備炉停止系-

BC

R1

CC

R5

CC

R10

CC

R9

CC

R4
CC

R8

CC

R3

CC

R2

CC

R7

CC

R1

FC

R1

FC

R2

FC

R3

CC

R6

BC

R2

BC

R3

BC

R4

BC

R5

BC

R6

微調整棒

粗調整棒

後備炉停止棒

FCR
1~3

CCR
1~10

BCR
1~6
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2. 「もんじゅ」の原子炉停止系

2.1 制御棒（主炉停止系と後備炉停止系）

2.2 制御棒駆動機構

2.3 原子炉トリップ設備

2.4 多重性、多様性及びフェイル・セーフ

-微調整棒の駆動メカニズム-

8

（ガス加圧）

①通常運転時の
引き抜き・挿入

②原子炉トリップ
時のC/R挿入

③制御棒と
駆動機構の
切り離し部

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系
2.2 制御棒駆動機構

ﾏｸﾞﾈｯﾄ

ｱｰﾏﾁｭｱ

ﾘﾝｸ機構

[保持]

[解放] ３者（微調整、粗調整、後備）
比較 → Slide 9



-トリップ時のメカニズム比較-2. 「もんじゅ」の原子炉停止系
2.2 制御棒駆動機構

9

粗調整棒微調整棒 後備炉停止棒

制御棒

C/R C/R C/R

保持用電磁石

ラッチリンク機構

保持用電磁石

ラッチリンク機構

保持用電磁石

ラッチリンク機構

加速機構

（スプリング）
加速機構
（ガス加圧室）

加速機構
（ガス加圧室）

スクラム時に離
れない

C/Rつかみ部 C/Rつかみ部

スクラム時に離
れない

C/Rつかみ部

スクラム時
切り離し

ﾌｪｲﾙｾｲﾌ ﾌｪｲﾙｾｲﾌ

ﾌｪｲﾙｾｲﾌ

多様性

多様性

多様性

多様性 多様性
多様性

比較項目
主炉停止系 後備炉停止系

微調整棒 FCR 粗調整棒 CCR 後備炉停止棒 BCR

基数
３ １０ ６

C/R駆動機構はC/R１本に対し１基設置（→独立性）

加速方式
ガス加速

(下部ｶﾞｽ加圧室)

ガス加速

（上部ｶﾞｽ加圧室）
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ加速

落下方式
（制御棒＋駆動軸）の一体
落下型

→落下重量が大きく摺動
抵抗に強い

同左

○制御棒と駆動軸の分離型
落下（制御棒のみ落下）

○制御棒とその連結軸が曲り
構造

→落下体（制御棒のみ）が短
く、連結軸との関節構造によ
り地震時の横揺れに強い。

スクラム前
の位置

部分的に炉心に挿入

→ｽｸﾗﾑ時のストロークが
短く、直ちに負の反応度効
果が現れる。

同左

全引き抜き状態

→B10濃度が高く、ｽｸﾗﾑ挿入
時に大きな反応度が挿入され
る。

製造メーカ
A社 B社 C社

ﾒｶﾆｽﾞﾑ設計が各社独自のため、共通の破損やミスの可能性が低い。

10

-原子炉トリップ動作時における多様性、独立性-2. 「もんじゅ」の原子炉停止系
2.2 制御棒駆動機構
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2. 「もんじゅ」の原子炉停止系

2.1 制御棒（主炉停止系と後備炉停止系）

2.2 制御棒駆動機構

2.3 原子炉トリップ設備

2.4 多重性、多様性及びフェイル・セーフ

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系 2.3  原子炉トリップ設備

検出器
I

検出器 II 検出器 III

双安定回路

２/３論理回路

主炉停止用
OR論理回路

後備炉停止用
OR論理回路

制御棒マ

グネット用

電源

制御棒
マグネット

制御棒マグ

ネット用電源

制御棒
マグネット

主炉停止用
OR論理回路

後備炉停止用
OR論理回路

双安定回路 双安定回路

①3Chからの信号
②定められた設
定値に達するとト
リップ信号を発
信

④ﾄﾘｯﾌﾟしゃ断器
（２台直列→A,Bﾄﾚｲﾝ

各々により独立に操作）

④ﾄﾘｯﾌﾟしゃ断器
（２台直列→A,Bﾄﾚｲﾝ
各々により独立に操作）

③２つのﾛ
ｼﾞｯｸ・ﾄﾚｲﾝで
独立に処理。

ﾛｼﾞｯｸ
ﾄﾚｲﾝ A

ﾛｼﾞｯｸ
ﾄﾚｲﾝ B

12

２/３論理回路

Slide 13

主炉停止系 後備炉停止
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Ch II Ch  III

２/３論理回路

主炉停止用
OR論理回路

後備炉停止用
OR論理回路

制御棒マ
グネット
用電源

制御棒
マグネッ

ト

制御棒マ
グネット
用電源

制御棒
マグネッ

トﾄﾘｯﾌﾟしゃ断器 ﾄﾘｯﾌﾟしゃ断器

ﾛｼﾞｯｸ ﾄﾚｲﾝ A

Ch I

UV UV UV UVSH SH

Ch II Ch  III

２/３論理回路

主炉停止用
OR論理回路

後備炉停止用
OR論理回路

Ch I
①ﾊﾞｲｽ
ﾃｰﾌﾞﾙ
ﾘﾚｰｺｲﾙ

主炉停止系 後備炉停止

ﾄﾘｯﾌﾟ信号で、無
励磁となり、しゃ
断器が「開」。
→Fail safe

③ｼｬﾝﾄ･ﾄﾘｯ
ﾌﾟ･ｺｲﾙ
(SH)ﾄﾘｯﾌﾟ信号で、励

磁となり、しゃ断
器が「開」。

電源喪失時に、
保護動作信号
を発生。
→Fail safe

異なる動作原理（多様性）

ﾛｼﾞｯｸ ﾄﾚｲﾝ B

②不足電圧
ｺｲﾙ (UV)

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系 2.3  原子炉トリップ設備

多重性

14

検出器 I

双安定回路

２/３論理回路

主炉停止用
OR論理回路

後備炉停止用
OR論理回路

主炉停止用
OR論理回路

後備炉停止用
OR論理回路

ﾛｼﾞｯｸ
ﾄﾚｲﾝ A

ﾛｼﾞｯｸ
ﾄﾚｲﾝ B

２/３論理回路

-検出器信号の多様性 (1/2)-

検出器 II

双安定回路

検出器 III

双安定回路

検出器 I

双安定回路

検出器 II

双安定回路

検出器 III

双安定回路

[第１信号]
常用母線電圧 「低」

[第２信号]
１次ナトリウム流量「低」

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系 2.3  原子炉トリップ設備

（例）常用電源喪失



事象
原子炉トリップ信号

第１信号 第２信号 第３信号

原子炉出力上昇

（制御棒誤引抜）

出力領域中性子束
「高」

広域中性子束

「高」

１次冷却材流量減少

（１次ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟ）

１次冷却材流量

「低」

RV出口ﾅﾄﾘｳﾑ温度

「高」

２次冷却材流量減少

（２次ﾎﾟﾝﾌﾟﾄﾘｯﾌﾟ）

２次冷却材流量

「低」

IHX１次出口ﾅﾄﾘｳﾑ温度

「高」

RV出口ﾅﾄﾘｳﾑ温度

「高」

水・蒸気系冷却能力
喪失

（蒸発器入口ドレン
弁誤開）

蒸発器出口ﾅﾄﾘｳﾑ温
度

「高」

IHX１次出口ﾅﾄﾘｳﾑ温
度

「高」

R/V出口ﾅﾄﾘｳﾑ温
度

「高」

常用電源喪失
常用母線電圧

「低」

１次ﾅﾄﾘｳﾑ流量

「低」

２次ﾅﾄﾘｳﾑ流量

「低」

15

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系 2.3  原子炉トリップ設備

-検出器信号の多様性 (2/2)-

16

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系

2.1 制御棒（主炉停止系と後備炉停止系）

2.2 制御棒駆動機構

2.3 原子炉トリップ設備

2.4 多重性、多様性及びフェイル・セーフ



2. 「もんじゅ」の原子炉停止系
2.4 多重性、多様性及びフェイル・セーフ

(1)原子炉停止系の信号回路
■各検出部は３チャンネル構成で、2 out of 3にて処理。
■各チャンネル信号処理はA, Bの２トレインで処理。
■各トレインは、論理回路以降において２回路に分割（主炉停止系と後備炉停止系）。
■検出信号の多重性（第１信号、第２信号、第３信号）

(2) 原子炉トリップしゃ断器
■主及び後備炉停止系のそれぞれに、２つのトレイン（A, B）に対応して、

２つのﾄﾘｯﾌﾟしゃ断器を設置している。
→いずれか一方のしゃ断器「開」で、制御棒は挿入。

（４つのﾄﾘｯﾌﾟしゃ断器のうち、どれか一つ遮断されれば、炉停止に至る。）

■後備炉停止系のﾄﾘｯﾌﾟしゃ断器については、不足電圧ｺｲﾙ(UV)に加えて、
動作原理の異なるｼｬﾝﾄ･ﾄﾘｯﾌﾟ･ｺｲﾙ(SH)により、共通故障要因を排除している。

(3) 炉停止系
■主炉停止系もしくは、後備炉停止系のどちらか一方が作動すれば、

原子炉を停止できる。 17

-多重性と多様性-

[原子炉トリップ信号系]
(1) 論理回路にて、ﾊﾞｲｽ・ﾃｰﾌﾞﾙ・ﾘﾚｰｺｲﾙ電源喪失時には、トリップ

信号を発する。

(2) 原子炉トリップしゃ断器では、電源喪失時に不足電圧ｺｲﾙ(UV)
が 「開」となり、制御棒保持用マグネットへの電源がしゃ断される。

[制御棒駆動機構（ﾏｸﾞﾈｯﾄ保持）]
(3) 制御棒マグネット電源が喪失した時には、自重により制御棒

は落下する。

電源喪失に対して、炉停止系が安全側に動作する以下の仕組みとなっている。

18

-フェイルセイフ-

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系
2.4 多重性、多様性及びフェイル・セーフ



1. 「もんじゅ」と軽水炉の原子炉停止系の比較

2. 「もんじゅ」の原子炉停止系
2.1 制御棒および駆動機構
2.2 原子炉トリップ信号系
2.3 多重性、多様性
2.4 フェイル・セーフ

3. 研究開発炉規則（第44条）について
3.1 研開炉設置許可基準規則
3.2 新規制基準第４４条への対応

4. まとめ
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（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備）

第四十四条

発電用原子炉施設には、運転時の異常な過渡変化時において発
電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生する
おそれがある場合又は当該事象が発生した場合においても炉心の
著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリ（ナトリウ
ム冷却型高速炉にあっては、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カ
バーガス等のバウンダリ）及び原子炉格納容器の健全性を維持する
とともに、発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な設備を設
けなければならない。

[解釈]
第４４条に規定する「発電用原子炉の運転を緊急に停止すること

ができない事象が発生するおそれがある場合」とは、発電用原子炉
が緊急停止していなければならない状況にもかかわらず、原子炉出
力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止していない
ことが推定される場合のことをいう。

3.1 研開炉設置許可基準規則

20



対応方針
(1)主炉停止系の挿入失敗に備え、後

備炉停止系は、常に挿入する設備
になっている。⇒当初設計の時点で、
すでに対応済み。

仮にこれに失敗した場合でも、以下
の手順で緊急停止する手順になって
いる。⇒福島第１発電所事故前に対
応済み。

(2)原子炉の自動停止失敗した場合に、
手動トリップ操作を行う（図中①） 。

(3)次に中央制御室又は現場にて制
御棒保持電源を遮断する（図中②） 。

(4)これらの停止操作に失敗した場合
に、制御棒駆動機構の駆動軸の挿
入により、制御棒を押し込むことによ
り原子炉停止を行う（図中③） 。

第44条 運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合又は当
該事象が発生した場合においても原子炉を未臨界にするための設備を設ける。

3.2 新規制基準第４４条への対応 －緊急時の原子炉停止－

～

～

原子炉トリップ
しゃ断器

制御棒
駆動機構

電源装置

元電源安全保護系主
炉
停
止
系

後
備
炉
停
止
系

③EOP

炉 心

①手動トリップ
（制御室）

制御棒

電磁石

～

～

原子炉トリップ
しゃ断器

制御棒
駆動機構

電源装置

元電源安全保護系

（制御室）

炉 心

①手動トリップ
（制御室）

②EOP
（制御室）

制御棒

電磁石

②EOP
（現場）

②EOP
（現場）

②EOP
（制御室）
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4. まとめ

①「もんじゅ」の原子炉停止系は主炉停止系（微調整棒と粗調整棒）
および後備炉停止系から構成される。

②主炉停止系と後備炉停止系は、制御棒駆動機構および原子炉ト
リップ設備において、多重性、多様性を有している。

③また、運転状態から低温停止状態及び未臨界状態に移行するた
めの、炉停止余裕（制御棒本数）を有している。

④主炉停止系の挿入失敗に備え、後備炉停止系は、常に自動で挿
入する設備になっている。さらに、仮にこれに失敗した場合でも、
手動操作もしくはC/R保持電源の操作などにより緊急停止する手
順になっている。

22



終了
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崩壊熱除去系の考え方

日本原子力研究開発機構
高速増殖炉研究開発センター

第２回もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会
平成２６年１月１４日

資料2-5

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

目次

1. 高速炉と軽水炉の構成比較

2. 「もんじゅ」の崩壊熱除去システム
2.1  補助冷却系
2.2  メンテナンス冷却系
2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能

3. まとめ
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高速炉における崩壊熱除去系の特徴

沸騰水型軽水炉

加圧水型軽水炉

高速炉

１次系ナトリウム
（冷却材）

原子炉格納容器

原子炉容器

制御棒

循環ポンプ

循環ポンプ

中間熱交換器

給水ポンプ

水

２次系ナトリウム

蒸気

タービン 発電機

復水器
蒸
気
発
生
器

循環水ポンプ

冷却水
（海水）

放水路へ

給水
ポンプ

タービン 発電機

復水器

循環水ポンプ
冷却水
（海水）

浄化装置

水

蒸気

蒸
気
発
生
器水

水

原子炉
圧力容器

冷却材
ポンプ

水
（冷
却
材
）

湯

加圧器

制御棒

原子炉格納容器

燃料

原子炉格納容器

水
（減
速
材
）

燃料

制御棒 再循環ポンプ

圧力制御プール

水

給水
ポンプ

水

浄
化
装
置

蒸気

冷却水
（海水）循環水ポンプ

復水器

タービン 発電機

水（冷却材）

湯

水
（減
速
材
）

仕 様 高 速 炉 軽 水 炉

炉心燃料 ウランプルトニウム混合酸
化物燃料

低濃縮ウラン酸化物燃料

Pu富化度（濃縮度） 20～30％Puf 3.5～4.5 ％235U

増殖比（転換比） 1.1～1.3 約0.6

運転温度 500～550℃ 280～330℃

運転圧力 低圧（10気圧以下） 70～160気圧

熱効率 約40％ 32～35％

炉心出入口温度差 約150℃ 5～30℃

原子炉容器の主要板厚 25～50mm 100～250mm

軽水炉については加圧水型（PWR）と沸騰水型（BWR）の両者の仕様を包絡したものを記載

2

1. 高速炉と軽水炉の構成比較

1. 高速炉と軽水炉の構成比較

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

-軽水炉における崩壊熱除去系-

最終ヒートシンク：海水

3

1. 高速炉と軽水炉の構成比較

海水ポンプ

崩壊熱除去系として余熱除去系、原子炉機器冷却系が設置されており、
海水ポンプによって、最終的に海に放熱される仕組みとなっている。

原子炉圧力容器

原子炉格納容器

余熱除去系

原子炉
機器冷却系

原子炉
機器冷却
海水系

熱交換器

海水



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

２．「もんじゅ」の崩壊熱除去システム

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

2.2 メンテナンス冷却系
-炉内の１次Na循環による崩壊熱除去-

2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能

4

[目的・機能]
(1) 通常の原子炉停止後、燃料交換時などの長期の炉
停止時の崩壊熱の除去を行うこと。
(2) 原子炉トリップに至るような異常時においても、崩壊
熱の除去を行うこと。

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

 ２次ナトリウム系に設置された崩壊熱除去システム→「補助冷却系」
 補助冷却系は２次系主配管より分岐し、蒸気発生器と並列の流路。
 崩壊熱は炉心→１次系Na→２次系Na→空気冷却器のルートで大気に放散

蒸発器

空気
冷却器
Slide 6

１次Na系

２次Na系

5

-冷却系の概要-

過熱器

蒸気
発生器
SG

SG入口止め弁

空気冷却器
出口止め弁

分岐

２次Na系主配管

２次系
Naﾎﾟﾝﾌﾟ

補助冷却系

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

大気



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

--空気冷却器空気冷却器 ((最終ﾋｰﾄｼﾝｸ最終ﾋｰﾄｼﾝｸ))--

熱交換部構造図

全体構造図

6

出口ダンパ

入口ダンパ

空気
冷却器
本体

送風機

ベーン

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

 ２次Na/空気の熱交換器
 伝熱性能向上のためフィン付き伝熱管
 約15MWt／基 （送風機駆動時）
 ベーン、ダンパの開度調整、及び電動機の

回転数調整により風量制御
 べ－ン、ダンパは無停電電源でも駆動可能

空気

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

 A～Cループそれぞれに、１系統ずつの「補助冷却系」が設置され、独立の構成と
なっている。

 通常の電源がなくなった場合でも、３ループの「補助冷却系」は、それぞれ別々の
非常用ディーゼル発電機により、電力が供給され崩壊熱除去運転が可能。 7

-冷却系ループ構成（上面図）-

１次系
冷却ｼｽﾃﾑ

２次系
冷却ｼｽﾃﾑ

中間熱交換器

１次系ポンプ

原子炉容器

Aループ

Bループ

Cループ

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

冷やす所
（空気冷却器）

約７ｍ

約１７ｍ

自然循環の流れ
（低温ナトリウム）

空気

大気へ熱を放散

空気冷却器の中心
自然循環の流れ
（高温ナトリウム）

中間熱交換器の中心

中間
熱交換器

原子炉容器

空気冷却器

原子炉の中心

熱の出る所
（炉心） 「もんじゅ」では、補助冷却系

１ループの自然循環にて、原
子炉ﾄﾘｯﾌﾟ直後の崩壊熱除去
が可能となっている。

 高沸点であるナトリウムの特
性により高温・低圧のシステム
が可能。これにより、ナトリウ
ムは利用可能な温度範囲が
広く、熱伝達率も高いことから、
単相の自然循環冷却が可能。

 熱交換器の高低差を付けるこ
とから、空気冷却器を最終除
熱源の空気冷却器は高所配
置となる。

 動的機器が少ないので、信頼
性が高い。

-自然循環による崩壊熱除去-

8

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

１次Na

２次Na

送風機
（未駆動）

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

9

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

２次Na系主配管

[運用方法]
(1)補助冷却系の待機時（原子炉の通常運転時）

→空気冷却器出口Ｎａ温度がＳＧ出口ナトリウム温度と同じになるように、

空気冷却器のナトリウム流量を調整。

(2)崩壊熱除去時
A. 動力電源有り→強制循環

■ＳＧ入口止め弁→「閉」

■空気冷却器止め弁→「Na流量制御開始」

■送風機→「起動」

■ベーン・ダンパ→「Na温度制御開始」

B. 動力電源喪失時→自然循環

全動力電源喪失信号

→空気冷却器Na出口止め弁→「全開」

送風機のベーン、ダンパ→「温度制御開始」

↓

SG出口Ｎａ温度を設定値とした温度制御

（無停電電源）

分岐

ﾍﾞｰﾝ

ﾀﾞﾝﾊﾟ

ﾀﾞﾝﾊﾟ



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

給水ポンプ

循環水ポンプ

冷却水
（海水）

復水器

発電機タービン

蒸気

蒸発器 過熱器

空気冷却器

２次系Na

１次系
Naﾎﾟﾝﾌﾟ

１次系Na

中間熱
交換器

原子炉容器

-通常運転時（出力運転）-

主モータ運転

10

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

２次系
Naﾎﾟﾝﾌﾟ

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

給水ポンプ

循環水ポンプ

冷却水
（海水）

復水器

発電機タービン

蒸気

伝熱
管

蒸気発生器
入口止め弁「閉」

空気冷却器
出口止め弁「開」

(1) 送風機起動

(2) 送風機未起動

空気冷却器

(1) ﾎﾟﾆｰﾓｰﾀ運転

(2) ﾎﾟﾝﾌﾟ停止

11

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

-崩壊熱除去運転時-

(1) 動力電源有り → 強制循環

(2) 全動力電源喪失(SBO)時 → 自然循環

１次系
Naﾎﾟﾝﾌﾟ

１次系Na

中間熱
交換器

２次系
Naﾎﾟﾝﾌﾟ

２次系Na

原子炉容器

Na止め弁、空気冷却器の
ベーン、ダンパ

→無停電電源による駆動



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

[信頼性]
■ﾅﾄﾘｳﾑ側、空気側とも自然循環による除熱が可能。
■空気冷却器のダンパ・ベーンは無停電電源により駆動が可能。
■補助冷却系は工学的安全設備として定期的な作動試験が可能。

[多重性]
■原子炉トリップ時の崩壊熱除去は１ループでも可能であり、３ループ(A, 
B, C)で構成されている。
■制御系、インターロックもループ毎に設けてあり、電源は他ループと分
離しており、単一故障で３系統の補助冷却設備が同時に不作動となるこ
とはない。

[独立性]
■それぞれの補助冷却設備は、IHXを隔てて独立したループ構成。
■Na漏えい火災の際にも、２次Na系内建屋の隔壁により、火災が健全
ループの補助冷却系への影響はない。

12

-補助冷却系の信頼性、多重性、独立性-

2.1 補助冷却系 -２次Na系から崩壊熱除去-

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

13

２．「もんじゅ」の炉心冷却システム

2.1 補助冷却系
-２次Na系から崩壊熱除去-

2.2 メンテナンス冷却系
-炉内の１次Na循環による崩壊熱除去-

2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

主冷却系の「補助冷却系」とは別に構成される１次Na系及び２次Na系か
らなる１ループの熱輸送系→「メンテナンス冷却系」

中間熱交換器、弁、循環ポンプ(電磁ポンプ)、空気冷却器などから構成さ
れて、崩壊熱は大気に放散される。 14

2.2 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ冷却系 -炉内の１次Na循環による崩壊熱除去-

２次ﾒﾝﾃﾅｽ
冷却系

入口止弁

１次ﾒﾝﾃﾅﾝｽ
系冷却

-メンテナンス冷却系の概要-

Ａループ
Ｂループ
Ｃループ

主冷却系
[補助冷却系]

電磁ﾎﾟﾝﾌﾟ

２台直列

直列２個、並列２個

電磁ﾎﾟﾝﾌﾟ

空気冷却器

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

15

[目的・機能]

(1) 主冷却系統の点検、保守の効率化（通常時）
補助冷却系（A,B,Cループ）の何れかと相まって、点検時にﾒｲﾝﾃﾅﾝ

ｽ冷却系を使用することで、主冷却系の２ループ同時並行で点検、
保守が可能。

2.2 メンテナンス冷却系 -炉内の１次Na循環による崩壊熱除去-

(2) 深層防護
万一、主冷却系３ループ全てにおいて崩壊熱除去ができない場合、

補助冷却系を介することなく、制限された条件で崩壊熱除去を行う。

→炉停止後、１日後の崩壊熱（約5MWt）に対応できるように、7MWtの
除熱能力も有する設計としている。

→ﾒﾝﾃﾅﾝｽ冷却系の起動は炉停止後、30日以降を想定。30日後の崩
壊熱は約1MWt。余裕を見て定格除熱量は2MWtに設定している。



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

16

[運用方法]

(1)ﾒﾝﾃﾅﾝｽ冷却系の待機時 （原子炉の通常運転時）

→系統内に200℃ﾅﾄﾘｳﾑを保持（１次系）・循環（２次系）。

(2) 崩壊熱除去時
A. 主冷却系の点検・保守（通常時）

→１次主冷却系ﾅﾄﾘｳﾑ温度が200℃になった時点で起動。
空気冷却器ﾅﾄﾘｳﾑ出口温度の制御運転。(送風機ベーン調整 or 自然通風)

B. 深層防護 （原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ時に全ての補助冷却系が機能しない場合）

→ﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ冷却系の緊急起動・除熱運転
（「RV出入口温度250℃以下」の運転条件は免除。）

[信頼性（多重性）]
(1)１次Na循環ポンプ（EMP）は２基直列とし、１基運転においても70%流量を確保で
きる。
(2)弁構成（R/V出入口止め弁）は、故障を想定しても、「閉」動作及び「開」動作が
確実にできるように、それぞれ直列に２個、並列に２個設置。
(3)電源系は、非常用電源に接続し、多重化を図っている(EMP, 弁)。

2.2 メンテナンス冷却系 -炉内の１次Na循環による崩壊熱除去-

高速炉における崩壊熱除去系の特徴
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２．「もんじゅ」の炉心冷却システム

2.1 補助冷却系
-２次Na系から崩壊熱除去-

2.2 メンテナンス冷却系
-炉内の１次Na循環による崩壊熱除去-

2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能



高速炉における崩壊熱除去系の特徴
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もんじゅにおける格納機能の確保対策の例

（注１）安全評価において考慮された設計基準対策
（注２）炉心損傷防止のためのSA対策
（注３）格納機能の確保のためのSA対策

DBA緩和策（注１） SA対策１（注２） SA対策２（注３）

→成功 炉心健全

→成功 炉心健全
→失敗

→成功 炉心損傷
→失敗

格納容器破損
→失敗

事故シーケンス DBA緩和策（注１） SA対策１（注２） SA対策２（注３）

ULOF　（外部電源喪
失時の炉停止失敗）

主炉停止系による原
子炉停止

後備炉停止系による
原子炉停止

鋼製格納容器
溶融炉心保持機能

←格納容器内終息

←炉容器内終息

LORL　（1次系２箇所
での漏えい）

ガードベッセルによる
炉容器液位確保

漏えいループのサイ
フォンブレーク

メンテナンス冷却系
の緊急起動

←炉心損傷に至らず
　（炉容器内終息）

PLOHS　（3ループ強
制循環失敗）

補助冷却設備による
強制循環除熱

補助冷却設備による
自然循環除熱

メンテナンス冷却系
の緊急起動

←炉心損傷に至らず
　（炉容器内終息）

安全機能
事故の起因 終状態

2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能

高速炉における崩壊熱除去系の特徴
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2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能

「もんじゅ」と軽水炉(BWR)の崩壊熱除去機能の比較

残留熱除去系
（強制循環）

非常用炉心冷却系
（強制循環） 格納容器

スプレイ系
（強制循環）

設計基準対策 炉心損傷防止 格納対策

「もんじゅ」
補助冷却系
（強制循環）

補助冷却系
（自然循環）

メンテナンス
冷却系

軽水炉
(BWR)

 高圧炉心スプレイ系
 低圧炉心スプレイ系
 低圧注水系

残留熱除去系

非常用
炉心冷却系

格納容器
スプレイ系

Slide 20



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

空気冷却器用
送風機
起動失敗等

１ループ成功

現場手動に
よる空気冷
却器ベーン、
ダンパ及び
弁の操作

燃料の重
大な損傷

３ループ
失敗

遠隔操作に
よる空気冷
却器ベーン、
ダンパ及び
弁の「開」

自動による
空気冷却器
ベーン、ダン
パ及び弁の
制御

１ループ成功

失敗

成功

空気冷却器の送風機起動失敗を起因とする燃料の損傷に至る過程

自然循環モード切替自然循環モード切替

ベーン、ダンパ、及ベーン、ダンパ、及
び弁の「開」操作び弁の「開」操作

メンテナンスメンテナンス
冷却系緊急起動冷却系緊急起動

自然
循環

通常 手動
許可

閉 開

停止 起動

３ループ
失敗

３ループ
失敗

20

2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能

１ループ成功

メンテナンス
冷却系による
冷却

９時間程度の「時間的猶予」→slide 21

ﾍﾞｰﾝ

ﾀﾞﾝﾊﾟ

ﾀﾞﾝﾊﾟ ﾀﾞﾝﾊﾟ

高速炉における崩壊熱除去系の特徴
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100

200

300

400

500

600

0 6 12 18 24 30 36

温
度
（
℃
）

時間（時間）

原子炉容器出口ナトリウム温度

原子炉容器入口ナトリウム温度

３ループ自然循環除熱成功

３ループ自然循環除熱失敗※
※：空気冷却器ベーン、ダンパ、出口止め弁「開」失敗条件。
なお、5時間後に中間熱交換器2次側断熱条件

全交流動力電源喪失

2.3 DBA及びSA対策における崩壊熱除去系の機能

空気冷却器のベーン、ダンパ及び弁の制御失敗時のナトリウム温度上昇

９時間程度 現場にて空気冷却器のベーン・ダンパ操作が時間的に可能。



高速炉における崩壊熱除去系の特徴

-まとめ-

22

(1) 「もんじゅ」では、崩壊熱除去系として「補助冷却系」と「メンテナンス冷却系」
の２種類のシステムを有している。

(2) 「補助冷却系」は３の独立したループなっており、強制循環だけでなく自然循
環による崩壊熱除去も可能となっている。ナトリウムは伝熱性能など熱輸送性
能に優れていることから、１ループでの自然循環でも除熱可能である。

(3) 「メンテナンス冷却系」は、３つの「補助冷却系」全てが機能しない場合におい
て、限られた条件にて崩壊熱の除去が可能である。

(4) 「補助冷却系」と「メンテナンス冷却系」はそれぞれにおいて、多重性を持た
せるなど信頼性を向上させている。「もんじゅ」の崩壊熱除去システム全体として
も、強制循環方式と自然循環方式の違い、ﾎﾟﾝﾌﾟ駆動方式の違い（機械式ﾎﾟﾝﾌﾟ
と電磁ﾎﾟﾝﾌﾟ）、２次系からの除熱方式（補助冷却系）と炉容器からの除熱方式（メン

テナンス冷却系）の違いなど、多様性を有している。

「もんじゅ」の全動力電源喪失時の自然循環による崩壊熱除去性能の評価結果について
は、次回（第３回）ピアレビュー委員会で報告する予定としている。

高速炉における崩壊熱除去系の特徴

終了

23



ナトリウム冷却炉に特有な事象の考え方
(１) 蒸気発生器（SG）の水リーク

1

第２回もんじゅ安全対策ピアレビュー委員会
平成２６年１月１４日

資料2-6

日本原子力研究開発機構

ＦＢＲ安全技術センター

1. 「もんじゅ」蒸気発生器SG（蒸発器、過熱器）の概要

2. ナトリウム/水反応に対する安全確保の考え方

3. 水リーク対策設備と着眼点

4. 設計基準リーク（DBL）の考え方
4.1 高温ラプチャ型破損
4.2 ウェステージ型破損

5. 大リークの評価項目と評価結果

6. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

7. まとめ

目次

2



1. 「もんじゅ」蒸気発生器SG

（蒸発器、過熱器）の概要

3

- 冷却系構成の概要(1) -

4

1. 「もんじゅ」蒸気発生器（蒸発器、過熱器）の概要

給水ポンプ

循環水ポンプ

冷却水
（海水）

復水器

発電機タービン

蒸気

蒸気発生器
（過熱器）

蒸気発生器
（蒸発器）

空気冷却器

２次系
ナトリ
ウム

１次主冷却系
循環ポンプ

１次系
ナトリウム

中間熱
交換器

格納容器

原子炉容器

２次主冷却系
循環ポンプ

１次冷却系、２次冷却系、水・蒸気系で構成

2次冷却系は、蒸気発生
器の伝熱管破損等の影響
が直接炉心に及ばないよ
うにするため設置される。



１次冷却系

２次冷却系

Aループ、Bループ、Cループの３系統で構成

- 冷却系構成の概要(2) -

5

1. 「もんじゅ」蒸気発生器（蒸発器、過熱器）の概要

蒸発器 過熱器

蒸発器 過熱器

蒸発器 過熱器

中間熱交換器

１次系ポンプ

原子炉

Aループ

Bループ

Cループ

系統分離されており、水リークの影響が他の系統の重要な
安全機能に影響が及ばない。

給水入口管部 ナトリウム
入口配管

蒸気出口管部

下降管

フランジ構造

ナトリウム液面

胴

らせん状伝熱管

ナトリウム出口配管

蒸発器

蒸気入口管部

蒸気出口管部

ナトリウム入口配管

フランジ構造

ナトリウム液面

過熱器

Ｕベンド部

ナトリウム出口配管

シュラウド

水を沸騰させて蒸気にする機器

蒸気をさらに過熱する機器

カバーガス

高
さ

約
1
5
m

240℃
15.2MPa

約0.1MPa

369℃

469℃

325℃

伝熱管外：
ナトリウム

伝熱管内：水・蒸気

カバーガス

約0.17MPa

367℃
14.1MPa

487℃

505℃

469℃

高
さ

約
1
2
m

らせん状伝熱管

胴

下降管

1. 「もんじゅ」蒸気発生器（蒸発器、過熱器）の概要

-蒸発器と過熱器構造-

6



項目 蒸発器 過熱器

高さ

胴部外径

伝熱管数

伝熱管外径

伝熱管肉厚

伝熱管長さ

主要材料

約１５ｍ

約 ３ｍ

１４０本／基

３１.８ｍｍ

３.８ｍｍ

約８４ｍ

ｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼

約１２ｍ

約 ３ｍ

１４７本／基

３１.８ｍｍ

３.５ｍｍ

約４６ｍ

ｽﾃﾝﾚｽ鋼

1. 「もんじゅ」蒸気発生器（蒸発器、過熱器）の概要

-主要目-

7

2. ナトリウム/水反応に対す
る安全確保の考え方

8



2. ナトリウム/水反応に対する安全確保の考え方

- 伝熱管の破損形態の分類 (ウェステージと高温ラプチャ)-

9

（最初の破損）

（２次破損）

（３次破損）

破損伝播
⇒高温のナトリウム/水反応ジェットの物理的、
化学的浸食作用による破損領域の拡大

⇒破損規模拡大（大リーク）に伴う圧力上昇

水・蒸気

ナトリウム

- 破損伝播現象-

伝熱管群（管束部）
ナトリウム

水・蒸気 反応ジェット

10

2. ナトリウム/水反応に対する安全確保の考え方



原
子
炉

中
間
熱
交
換
器

１
次
主
循
環

ポ
ン
プ

２
次
主
循
環

ポ
ン
プ

過
熱
器

蒸
発
器

床ライナ

１次冷却系

２次冷却系

- ナトリウム/水反応に対する安全確保の考え方 -

中間熱交換器の原子炉冷却材
ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘが破損して、炉心への影
響はないか？

ナトリウム-水反応の圧力上昇に対し
て、2次系バウンダリの構造健全性は
確保できるのか？

11

2. ナトリウム/水反応に対する安全確保の考え方

水リークに伴うナトリウム/水反応が生じたとしても、「重要な安全機能に
影響を与えないこと、即ち、炉心冷却機能が確保されること」を確認する。

３．水リーク対策設備と着眼点

12



ナトリウムと水が
反応して水素と熱が発生

・水素濃度が上昇

･･･水素計で検出

（微小～小リーク）

・カバーガス圧力が上昇

･･･カバーガス圧力計で検出

･･･圧力開放板の開放で検出

（中～大リーク）

水素発生

ナトリウムと
水が反応

水・蒸気（圧力大）

ナトリウム（圧力小）

伝熱管

水漏えい量が

増加すると

 蒸気発生器内に水素ガスが蓄積

 水/蒸気がナトリウム系にリーク

-水リークによる水素発生と圧力上昇による検出-

３．水リーク対策設備と着眼点

13

ブロータンク

窒素ガス

窒素ガス

ブロータンク

蒸
発
器

H2

H2

H2

H2

H2

圧力

タービンへ

給水ポンプより

過
熱
器

反応生成物
収納容器

ブロータンク

水素計

水素計

水素計

水素計

水素計

圧力開放板
開放検出器

圧力開放板
開放検出器

カバーガス
圧力計（３台）

-水リーク検出設備-

３．水リーク対策設備と着眼点

14



ブロータンク

窒素ガス

窒素ガス

ブロータンク

蒸
発
器

H2

H2

H2

H2

H2

圧力

タービンへ

給水ポンプより

過
熱
器

反応生成物
収納容器

ブロータンク

放出弁（２台）

放出弁
（２台）

放出弁（２台）

放出弁
（３台）

ドレン弁

ドレン弁

-影響緩和設備-

３．水リーク対策設備と着眼点

15

隔離弁

隔離弁

圧力開放

出口止め弁

入口止め弁

給水止め弁

-水リークの事象推移-

水リーク発生（伝熱管の破損）

水リーク検知

原子炉トリップ  SG隔離（ナトリウム系、水系）
 ＳＧ水ブロー（水系減圧）
 （圧力開放板開放による減圧）原子炉停止

水リーク停止

水リーク事象の終息

評価（解析）モデル

→水リーク事象が終息す
るまで伝熱管が破損伝播
することを考慮

着眼点：水リークによる圧力上昇が生じ
ても、中間熱交換器を含む２次系バウ
ンダリの健全性が確保されること。

３．水リーク対策設備と着眼点

 ﾅﾄﾘｳﾑ中水素濃度上昇
 ｶﾊﾞｰｶﾞｽ圧力上昇

健全ループによる
崩壊熱除去運転

水/蒸気系窒素ガス置換

16



4. 設計基準リーク（DBL）の考え方
４.1 高温ラプチャ型破損
4.2 ウェステージ型破損

17

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

-20 0 20 40 60 80

時間（s）

累
積

損
傷

和
（
-
）

0

300

600

900

1200

-20 0 20 40 60 80

時間（s）

温
度

（
℃

）

0

60

120

180

240

応
力

（
N
/
m
m
2
）

管壁温度

引張強さ

相当応力

伝熱管肉厚 mm 3.5

運転状態 － 定格
40％
給水

10％
給水

水リーク位置＊ － 管束部中部

水漏えい検出 －
カバーガス圧力計
(設定値1.5kg/cm2G)

水ブロー開始時
間

秒 11 12 14

(Na側条件)

反応域最高温度 ℃ 1,170 1,170 1,110

応力/引張強さ☆ － 0.86 0.79 0.74

累積損傷和☆ － 0.34 0.33 0.52

＊：水リーク位置は結果が最も厳しくなる位置
☆：判断基準、この数値が1を超えると解析上、高温ラプチャが発生すると判断される。
注）40％及び10％給水流量は制御誤差考慮のケース。

評価結果

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

ナトリウム

内圧

ジェット流

伝熱管

クラック

反応域

累積損傷和の時間変化

伝熱管温度、応力の時間変化

10％給水運転時高温ラプチャ解析結果
（蒸発器管束部中部）

⇒もんじゅのSG条件では高温ラプチャ型破損は発生しない

4.1 高温ラプチャ型破損

4. 設計基準リーク（DBL）の考え方

18



（事象シナリオ）

ＳＧ伝熱管1本の破損
（破損規模：微小～1本破断相当）

伝熱管破損伝播による
水リーク規模の拡大
（破損規模：～3本破断相当）

初期スパイク圧※１の発
生と２次系内への圧力波
伝播

準定常圧※２の発生に
よる２次系内の圧力上
昇

２次系バウンダリへの影響

（解析評価）

（設計基準水リーク率の評価）

（２次系内の発生圧力の評価）

構造健全性評価

大リーク解析（SWACS）

破損伝播解析（LEAP）

ウェステージ解析

起因事象

※1) 初期スパイク圧：大リーク開始直後に生じる、水側圧力による急峻な圧力パルス。
音速で系内を伝播し、～約50msecまでの圧力上昇事象。

※2) 準定常圧：初期スパイク圧の減衰(～50msec)後に生じる水素ガスの蓄積による
圧力上昇。水系が減圧する～30秒程度までの事象。

4.2 ウェステージ型破損(1) -事象推移-

4. 設計基準リーク（DBL）の考え方

19

破損伝播解析コード（LEAP）の開発・検証例

時間（sec）

合
計
水
リ
ー
ク
率
（
g/
s）

4.2 ウェステージ型破損(2) -破損伝播の推移-

4. 設計基準リーク（DBL）の考え方

①初期水リーク

②２次破損（ｳｪｽﾃｰｼﾞ型破
損により水リーク率増加）

③３次破損（ｳｪｽﾃｰｼﾞ型破損
により更に水リーク率増加）

圧力開放板開放による検知
（水系減圧により水リーク流量減少）

①初期水リーク

② ２次破損

③ ３次破損

20

最大水リーク率



4.2 ウェステージ型破損(3) -設計基準リークの設定-

初期水リーク率（g/s）

最
大

水
リ
ー
ク
率

（
kg

/s
）

4. 設計基準リーク（DBL）の考え方

あらゆる初期水リーク率に対して、ウェステージによる破損伝播を考慮
しても、最大で伝熱管の約2.4本完全破断（ギロチン破断）相当の水リー
ク率に収まる。

1＋3本完全破断相当の設計基準リークは十分保守的 ⇒ 大リーク解析に適用

伝熱管１本ギロチン破断

1DEG
相当

2DEG
相当

3DEG
相当

4DEG
相当

伝熱管完全破断
DEG: Double-Ended- Guillotine 

tube failure

21

5. 大リークの評価項目と評価結果

22



3020100
0

10

20

30

圧

力

(kg/cm2G)

時 間（秒）

初期スパイク圧※1)

蒸発器圧力

中間熱交換器
２次側圧力 準定常圧※2)

-設計基準リーク(DBL)での2次系内の発生圧力-

圧

力

(kg/cm2G)

蒸発器:23kg/cm2G

中間熱交換器２次側：
11kg/cm2G

時 間（秒）

5. 大リークの評価項目と評価結果

[初期ｽﾊﾟｲｸ圧] [準定常圧]

初期スパイク圧：
大リーク開始直後に生じる、水側圧力によ

る急峻な圧力パルス。音速で系内を伝播し、
～約50msecまでの圧力上昇事象。

準定常圧：

初期スパイク圧の減衰(～50msec)後に生じる水素
ガスの蓄積による圧力上昇。水系が減圧する～
30秒程度までの事象。

23

注） 圧力は、各機器の最高運転温度における材料の応力、外径、厚
みから、ＪＩＳ圧力容器設計の公式を用いて算出される。

圧力

機器

発生圧力
材料の弾性
範囲を超え
る圧力注)

材料が破断
する圧力
注）

蒸発器
(クロムモリブ
デン鋼)

約23

kg/cm2G

約38

kg/cm2G

約67

kg/cm2G

中間熱交換器

(ステンレス鋼)
約11

kg/cm2G

約25

kg/cm2G

約84

kg/cm2G

大リークで発生する圧力は、材料の弾性範囲内である。
また、材料が破損する圧力までには十分な余裕がある。

-設計基準リーク(DBL)での発生圧力の評価結果-

5. 大リークの評価項目と評価結果

24



6. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

25

3次破損伝熱管

初期破損伝熱管

2次破損伝熱管

設計基準を超える厳しい条件を想定
すると、破損伝播に影響が及ぶ恐れ
がある ⇒ 高温ラプチャを考慮した
大リーク解析(構造健全性評価)

※1) 大リーク開始直後に生じる急峻な圧力
パルス（音速で系内を伝播）

※2) 初期スパイク圧の減衰(～50msec)後に
生じる水素ガスの蓄積による圧力上昇

水リーク時の現象 大リーク評価シナリオ

伝熱管1本の破損
（実際のリーク量：微小～1本破断相当）

伝熱管3本の破損
（実際のリーク量：3本破断相当以下）

初期スパイク圧※１の発生と
２次系内への圧力波伝播

準定常圧※２の発生による
２次系内の圧力上昇

２次主冷却系ナトリウムバウン
ダリの構造健全性評価

高温ラプチャ
を考慮した
破損伝播

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

水・
蒸気

反応ｼﾞｪｯﾄ

6. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

26

-設計基準外の評価の考え方-



・水リークは、規模により小、中、大リークに分けられる。伝熱管
の破損伝播速度を考えると中リーク(高温ラプチャ)が最も厳しい。

・現実より厳しい条件で中リー
クの破損伝播実験(SWAT)を
行った。その結果、管内冷
却が無いガス加圧管の破損
伝播速度は、最大約3本/秒。

・設計基準外の破損伝播は、
これより厳しくアプリオリ
に10本/秒を設定。この規模
は、PFRの破損伝播を包絡。

・リーク規模は、圧力を過大
評価するため1本完全破断。

初期1本＋10本/秒（蒸発器伝熱管全数（140本）が破損するまで）

-設計基準外での伝熱管の破損伝播の設定-
6. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

27

0

50

100

150

0 10 20 30 40 50

合
計

破
損

本
数

水漏えい後経過時間（秒）

SWAT実験

10本/秒

PFR(B.E.)

PFR(過大)

140本

1本

11本

水リーク率

-設計基準外での水リーク時の発生圧力の評価結果-

6. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

28



ピーク圧力
（MPa）

発生応力※２

（N/mm2）
許容応力※１

(N/mm2)

蒸発器下部胴 1.90 116 < 287

コールドレグ配管 1.90 83 < 219

過熱器出口ノズル 1.82 151 < 235

過熱器下部胴 1.82 73 < 235

中間熱交換器プレナム 1.92 112 < 235

中間熱交換器伝熱管 1.92 16 < 235

※1) 運転状態Ⅳの判断基準（許容応力＝min[2.4Sm, 2Su/3]）

-設計基準外での水リーク時のバウンダリ健全性-
6. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

29

バウンダリの健全性を維持できることから、重要な安全
機能に影響を及ぼさない、即ち、炉心冷却機能が確保

1. ウェステージ型及び高温ラプチャ型破損を考慮して、設計基準リークを伝
熱管１+３本完全破断相当と設定し、発生圧力を評価した。その結果、

① 発生発力は、中間熱交換器の許容応力を下回る。

② また、2次系ナトリウム機器の許容応力を下回る。

従って、中間熱交換器を含む２次系機器･配管の健全性が確保できることを
確認した。

2. 設計基準を超える破損伝播（伝熱管全数破損まで）を想定して、発生圧力
を評価した。この場合でも、中間熱交換器を含む２次系機器･配管の健全性
が確保できることを確認した。

3. 以上により、水リークによる炉心への直接的な影響やナトリウム漏えいは生
じないことから、重要な安全機能に影響を及ぼさない、即ち、炉心冷却機能
が確保される。従って、水リークがシビアアクシデントに至る恐れはない。

30

6. まとめ
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1. ナトリウム漏えいに対する安全確保の考え方
1.1 漏えい規模と漏えいナトリウム燃焼の影響

1.2 ナトリウム漏えいに対する設計の考え方

3

小漏えい

セルモニタ

配 管

換気系

ライナ膨張
床ライナ

Na

Na

○漏えいナトリウムは、燃焼し

ながら落下し、一部の未燃焼

ナトリウムが、漏えい直下の

床ライナ上で燃焼する。

○燃焼継続時間は長い。

○床ライナは、局所的に高温と

なるため腐食反応が厳しくな

る。

セルモニタ

配 管

換気系

ライナ膨張
床ライナ

セルモニタ

配 管

換気系

ライナ膨張床ライナ

Na

中規模漏えい

○漏えいナトリウムは、燃焼しな

がら落下し、未燃焼のナトリウ

ムは床ライナ上に拡がりながら

燃焼する。

○燃焼継続時間は、比較的長い。

○床ライナは、部分的に高温とな

るため、腐食反応が激しくなる。

○漏えいナトリウムは、大量に燃

焼しながら落下し、大量の未燃

焼ナトリウムが、床ライナ全面

に拡がり、表面で燃焼する。

○燃焼継続時間は酸欠により短い。

○未燃焼のナトリウムが床ライナ

全面に拡がる。

○部屋全体の温度が上昇するため、

内圧の上昇は大きい。

○床ライナ全面が高温になるため

床ライナの熱膨張量は大きい。

（0.01ton/hr程度） （1ton/hr程度） （10ton/hr以上）
大漏えい

1.1 漏えい規模と漏えいナトリウム燃焼の影響

Na燃焼→発熱→室温上昇→室内圧力上昇

１．ナトリウム漏えいに対する安全確保の考え方

4



１次冷却系

２次冷却系

Aループ、Bループ、Cループの独立した３系統で構成

蒸発器 過熱器

蒸発器 過熱器

蒸発器 過熱器

中間熱交換器

１次系ポンプ

原子炉

Aループ

Bループ

Cループ

１．ナトリウム漏えいに対する安全確保の考え方

5

1.2 ナトリウム漏えいに対する設計の考え方(1)

系統分離により、ナトリウム漏えいの影響が他の系統の重
要な安全機能に影響が及ばないようにする。

原
子
炉

中
間
熱
交
換
器

１
次
主
循
環

ポ
ン
プ

２
次
主
循
環

ポ
ン
プ

過
熱
器

蒸
発
器

床ライナ

１次冷却系
２次冷却系

1次系は放射性ナトリウム
を含むので、窒素雰囲気
とする。

１次系、２次系とも床ライナを
設置する。⇒ナトリウムとコン
クリートの接触を防止する

ナトリウムはダン
プタンク内へドレン

あるいはダンプタ
ンク室底部に導く。

１．ナトリウム漏えいに対する安全確保の考え方

6

1.2 ナトリウム漏えいに対する設計の考え方(2)

漏えいループの影響が健全なループに及ばない、言い替えれば、系統分
離が確保され、重要な安全機能に影響を及ぼさないようにする。



２. ナトリウム漏えい対策設備

2.1 ナトリウム漏えい対策の考え方

2.2 ナトリウム漏えい対策設備の概要

2.3 ナトリウム漏えい時の対応手順

7

ドレン系の改造

ナトリウム漏えい時は、早期に
検出し、直ちに原子炉を停止し、
速やかにナトリウムをドレンし
て漏えいを止める。

セルモニタ設置

漏えいの早期停止
によるナトリウム
漏えい量の抑制

ナトリウム燃焼を抑制し、再燃焼
させない。

エアロゾル拡散量を低減させる。

換気空調設備の改造

窒素ガス注入機能
の追加及び区画化

漏えいナトリウム
による影響抑制

ナトリウム漏えいの状況を中央制
御室で的確に把握できるようにす
る。

総合漏えい監視
システム設置

監視カメラ設置

事故時の早期対応

設備の改善内容 改　善　策目的

漏
え
い
の
早
期
終
息
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
燃
焼
な
ど
に
よ
る

施
設
へ
の
影
響
抑
制

2.1 ナトリウム漏えい対策の考え方

8

２. ナトリウム漏えい対策設備

設計基準対処設備 自主保安設備



2.2 ナトリウム漏えい対策設備の概要

２. ナトリウム漏えい対策設備

9

設計基準対処設備

監視
ｶﾒﾗ

窒素ガス
注入機能

ｾﾙ
ﾓﾆﾀ

火災
感知器

漏えい
検出器

連通管

床ライナ ドレン配管

ドレン弁

自主保安設備

圧力逃し
ライン ナトリウム

漏えい
ナトリウム

白煙
（エアロゾル）

中央制御室

換気空調設備

ナトリウム漏えい発生

2ループ強制循環による崩壊熱除去運転の開始（系統分離されている）

ナトリウム漏えいの検出及び確認

直ちにナトリウムの緊急ドレン

（中央制御室からの操作で窒素注入、窒息消火）

2ループ強制循環による崩壊熱除去運転の継続

原子炉手動停止※

※ 大漏えい時は原子炉自動停止

2.3 ナトリウム漏えい時の対応手順

２. ナトリウム漏えい対策設備

10



3. 設計基準リーク（DBL）の設定

3.1 配管の破損形態と規模

3.2 配管の破損規模の評価

11

3.1 配管破損の形態と規模

1. 配管の破損形態
① 破損要因に、内圧・過圧、熱過渡・熱膨張、地震、自重、振動、浸食、腐食

等を考慮。
⇒何れも直接の破損原因になる可能性が極めて低い

② 相対的に注意を要する破損形態は熱荷重によるクリープ疲労
⇒配管の内圧が低いため漏えい先行型破損(LBB)が確保

2. 配管の破損規模
① 設計条件の負荷でき裂進展を評価すると、き裂は0.2～0.3mm程度しか進展

せず、プラント寿命中の配管の健全性は確保される。

② 供用開始時点での大きなき裂状欠陥を想定し、設計条件を遥かに超える負
荷によってき裂が成長し貫通すると仮定。これは過度に大きな裕度を有する。

→破壊力学的な解析手法により、漏えい口の大きさを評価

③ Dを直径、ｔを肉厚とすると、破損規模として、長さD/2×幅t/2とした保守的な
開口面積Dt/4（主配管で15㎠に相当）を設計基準リーク（DBL）として設定

3. 設計基準リーク（DBL）の設定

12



3.2 配管の破損規模の評価

3. 設計基準リーク（DBL）の設定

13

４．ナトリウム漏えい燃焼の評価方法と
評価結果

4.1 評価の着眼点
4.2 解析モデルの概要（２次主冷却系配管の例）
4.3 評価結果（ナトリウムの流出・床ライナ上の移送過程の熱的影響

評価）

4.4 評価結果（貯留後の熱的影響評価）

4.5 評価結果（床ライナ減肉量の評価）

14



原
子
炉

中
間
熱

交
換
器

１
次
主
循
環

ポ
ン
プ

２
次
主
循
環

ポ
ン
プ

過
熱
器

蒸
発
器

連通管

燃焼抑制板

床ライナ

１次冷却系
２次冷却系

貯留室

ﾀﾞﾝﾌﾟ
ﾀﾝｸ室

4.1 評価の着眼点

(2) 床ﾗｲﾅ健全性
腐食による床ライナの減肉

(1) 建物健全性
① ナトリウム漏えい時の圧力上昇
② ナトリウム漏えい時のｺﾝｸﾘｰﾄ温度上昇

漏えいループの影響が健全なループに及ばないこと、言い替えれば「系統
分離が確保され、重要な安全機能に影響を及ぼさないこと」を確認する。 15

４．ナトリウム漏えい燃焼の評価方法と評価結果

4.2 解析モデルの概要（2次主冷却系配管の例）

４．ナトリウム漏えい燃焼の評価方法と評価結果
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雰囲気

雰囲気

燃焼室：大漏えい時にスプレイ燃焼

　　　　及びプール燃焼が生じる部屋

連通室：燃焼室に開口でつながる

　　　　同一区画内の部屋

連通管 連通管

貯留室（ダンプタンク室など）へ

給気

排気

排気

給気

プール燃焼領域

スプレイ

燃焼領域

床ライナ

断熱材
コンクリート

化粧鋼板、断熱材

コンクリート

（２次主冷却系配管室　＋　２次主循環ポンプ配管室） （蒸発器室、過熱器室など）

考慮する伝熱パス（熱伝導以外を示す）

（注）1) コンクリートの外側は断熱とする。

　　　2) 連通室のコンクリートについては、燃焼室と同一階及び上下階のみを考慮する。

　　　3）圧力均衡、対流通気により移行するガス成分として酸素、水蒸気などを考慮。

圧力均衡、対流通気

によるガス成分移行

区画外との圧力差に

よるガス成分移行

（圧力開放等を模擬）

区画外との圧力差に

よるガス成分移行

（圧力開放等を模擬）

想定漏えい箇所

＜解析条件＞
・ナトリウム漏えい率　：１３４ｔ／ｈ　（一定）
・漏えい継続時間　　　：１９００秒
・漏えいナトリウム温度：５０７℃　　　　など



4.3 評価結果（ナトリウムの流出・床ライナ上の移送過程の熱的影響評価）
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解析条件
・漏えい箇所：

２次主冷却系配管室
・漏えいナトリウム温度：

507℃
・ナトリウム漏えい率：

134t/h

ナトリウムが漏えいしても建屋耐圧の58kPa（gage）を下回る。

雰囲気温度、床ライナ温度
（2次主冷却系配管室）

室内圧力
（2次主冷却系配管室）

最高圧力 4.3kPa

４．ナトリウム漏えい燃焼の評価方法と評価結果

小漏えいから大漏えい(Dt/4)までの２次主冷却系配管室の圧力、雰囲気温度、
床ライナ温度を解析した。圧力が最も高くなる大漏えいの結果を示す。

最もコンクリート温度が高くなる大漏えい時を解析した。その結果を示す。

雰囲気温度、床ライナ温度
（ダンプタンク室）

4.4 評価結果（貯留後の熱的影響評価）
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解析条件
・蒸発器室での漏えい

漏えいナトリウム
温度： 507℃
漏えい率：129t/h

・2次ダンプタンク室
に流入（約70t）

ナトリウムが漏えいしてもコンクリート温度は、耐熱温度175℃
（90日間）を下回る。

床コンクリート温度
（ダンプタンク室）

最高温度 140℃

４．ナトリウム漏えい燃焼の評価方法と評価結果



4.5 評価結果（床ライナ減肉量の評価）
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ナトリウムが漏えいしても減肉量は、床ライナの厚さ
(6mm)を下回る。

（注）プール中のナトリウム濃度が低く、Ｎａ２Ｏ２やＮａＯＨ
の濃度が高いケースに関して、床ライナ温度が300
℃以上の場合に溶融塩型腐食を仮定して算出

４．ナトリウム漏えい燃焼の評価方法と評価結果

小漏えいから大漏えいまでの２次主冷却系配管室の床ライナ減肉量を解析し
た。なお、床ライナの減肉速度は、保守的に溶融塩型腐食の発生を仮定した。

5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

20



5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

ナトリウム漏えい事象では、破損規模や漏えい継続時間が重要パラメータとなるが、破損
規模は設計基準を超える想定でもDt/4に収まる。漏えい継続時間が長くなる条件として、
頻度的には極めて小さいが、全交流電源喪失状態でナトリウム漏えいが発生した場合を
想定する。その条件で健全なループに影響が及ばないか検討した。

全交流電源喪失及び
ナトリウム漏えい発生

自然循環による崩壊熱
除去運転の開始

保温材から部屋に漏れ出した後のエア
ロゾル（白煙）でナトリウム漏えいを検出

電源車からの電源供給を受けて
ナトリウムの緊急ドレン

（現場手動操作で窒素を注入し、
窒息消火する）

2ループ自然循環による
崩壊熱除去運転の継続

原子炉自動停止

全交流電源喪失状態での対応手順

ナトリウム漏えい発生

強制循環による崩壊熱
除去運転の開始

保温材から部屋に漏れ出す前、
及び漏れ出した後のエアロゾル（白煙）

でナトリウム漏えいを検出

直ちにナトリウムの緊急ドレン

（中央制御室からの操作で窒素
を注入し、窒息消火する）

2ループ強制循環による
崩壊熱除去運転の継続

原子炉手動停止＊

電源がある状態での対応手順

＊大漏えい時は、原子炉自動停止
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5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

-全交流電源喪失時のナトリウム漏えい検出-

火災感知設備空気雰囲気セルモニタ
(熱感知式/煙感知式)

接触型
ナトリウム

漏えい検出器
M M

エアロゾル

保温材

ライナ

漏えいナトリウム

サンプリング
用ブロア

ＲＩＤ

フィルタ

配管

ガスサンプリング型
ナトリウム漏えい検出器

２次主冷却系室
（空気雰囲気）

弁

監視カメラ

全交流電源喪失時は、蓄電池から電源供給を受けるｾﾙﾓﾆﾀ、火災
感知器で保温材から部屋への漏えいを検出する。

凡例

：全交流電源喪失状態でも使用
できるナトリウム漏えい検出器

：全交流電源喪失状態では使用
できないナトリウム漏えい検出器 22



5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

オーバフロー母管

ドレン母管

ﾎﾟﾝﾌﾟｵｰﾊﾞ
ﾌﾛｰｺﾗﾑ

オーバフロータンク ダンプタンク

空気冷却器

過熱器
蒸発器

中間熱交換器

循環ポンプ

ﾄﾞﾚﾝ弁は、すべて
電動弁で非常用電
源系（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電
機）から電源供給
を受けている。
　SBO時には、動作
しない。

凡例

：ドレン弁

-全交流電源喪失時のナトリウムドレン手順-

全交流電源喪失時は、電源車からの電源供給を
受けて、ナトリウムをドレンする。

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

発電機

送電線
（敦賀側）

送電線
（美浜側）

電源車

2次主冷却系

23

5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

２次系Ｃループ

２次メンテナンス冷却系 ＥＶＳＴ冷却系Ｃループ

窒素ガス注入設備

窒素ガス貯蔵タンク

窒素ガス需要先

本系統図は、２次主冷却系Ｃループ主冷却系室

区画に窒素ガスを注入している状態を示す。

窒素ガス供給系

原子炉補助建物内

液体窒素貯蔵タンク

窒素ガス
供給タンク

主冷却系室区画

Ｎａ漏えい

窒素ガス注入

空気冷却器室区画

タンク室区画

-全交流電源喪失時の窒素ガス手動注入手順-

中央制御室

①移動

②弁操作

③移動

④弁操作

全交流電源喪失時は、
現場で弁を開けること
により、漏えい区画に
窒素を注入する。

24



5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

-全交流電源喪失時のナトリウム漏えい対応手順-

漏えい検出

漏えいの
判断時間

ﾌﾟﾗﾝﾄ状態確認及び
ﾄﾞﾚﾝ準備操作

原子炉停止
等の確認

▼全交流電源喪失及び2次ナトリウム漏えい
▼原子炉自動停止

ドレン弁
負荷投入

準備(移動、
現場弁操作）

漏えい室への
窒素ガス注入

窒素注入

漏えい継続時間 （合計 約2時間20分）

ナトリウムドレン約50分後

非常用D/G代替空冷
電源設備への接続

M/C、P/C
負荷投入

電源の確保

約２時間後

電源がある状態の漏えい継続時間 約40分（参考）
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5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

小漏えいから大漏えい(Dt/4)までの２次主冷却系配管室の圧力及びダンプタンク
室床コンクリート温度を評価した。最も厳しくなる大漏えいの結果を示す。

-ナトリウム漏えいが建物に与える影響評価-

0

10

20

30

40

0 100 200 300

圧
力

（
kP
a
[
g
a
g
e
]
）

時 間（秒）

最高圧力 4.5kPa

室内圧力
（2次主冷却系配管室）

建屋の耐圧（58kPa
（gage））を下回る。

0

25

50

75

100

125

150

175

200

0 20 40 60 80 100 120 140

温
度

（
℃

）

時間 （時間）

最高温度 約173℃

床コンクリート温度
（ダンプタンク室）

コンクリート温度は、耐熱温度
（175℃、90日間）を下回る。

室内圧力の主な解析条件
・漏えい箇所：

２次主冷却系配管室
・漏えいナトリウム温度：

507℃
・ナトリウム漏えい率：

134t/h

床コンクリート温度の主な解
析条件
・漏えい個所：

蒸発器室での漏えい
・漏えいナトリウム温度：

507℃
・漏えい率：

129t/h
・漏えいしたナトリウムは、

床ライナ、連通管を経由
して2次ダンプタンク室
に流入。
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5. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて

0

1

2

3

4

5

6

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

漏えい開始からの経過時間（h）

床
ラ
イ
ナ
減
肉
量

(
m
m
)

-ナトリウム漏えいが床ライナに与える影響評価-
(2次主冷却系配管室の漏えい率0.7t/hの例)

0

200

400

600

800

1000

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

床
ラ
イ
ナ
温
度
（
℃
）

漏えい開始からの経過時間（h）

Na漏えい時間

小漏えいから大漏えい(Dt/4)までの２次主冷却系配管室の床ライナ減肉量を解析

した。床ライナ減肉量が最も多くなる漏えい率の結果を示す。なお、床ライナは
現実的な腐食速度（NaFe複合酸化型腐食）の上限値を使用した。

ナトリウムが漏えいしても減肉量は、
床ライナの厚さ(6mm)を下回る。

減肉量 約1.6ｍｍ
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1. 建物の健全性
ナトリウム漏えい時の建物健全性を評価した結果、

① 顕熱や燃焼熱による部屋の内圧は、建物の耐圧条件以下となる。
② 顕熱や燃焼熱による建物コンクリートは、耐熱温度以下となる。

従って、建物の健全性は維持できる。

2. 床ライナの健全性
ナトリウム漏えいによる床ライナの貫通腐食は生じない。従って、ナトリウムとコンクリートの接触は、防止
される。

3. 東京電力福島第一発電所事故を踏まえて
頻度的には極めて小さいが、漏えい継続時間が長くなる全交流電源喪失時のナトリウム漏えいに対する
影響を評価した。その結果、建物及び床ライナの健全性は、損なわれることなく、2次主冷却系の系統分
離が損なわれることはない。

4. 以上により、２次主冷却系でナトリウムが漏えいしても２次主冷却系の系統分離が損なわれ
ないことから、重要な安全機能に影響を及ぼさない、即ち、炉心冷却機能が確保される。
従って、ナトリウム漏えいがシビアアクシデントに至る恐れはない。

６．ナトリウム漏えいのまとめ
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